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Ⅰ．は じ め に

本稿は、動機の錯誤に基づく遺言の効力否定の可否を論じる。まず、第
一に、遺言の尊重という考え方を検討し、次に、それと対立する動機の錯
誤に基づく遺言の効力否定について検討する。
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⚑．「遺言の尊重」とその限界
⑴ 遺言の尊重
本稿で用いる「遺言の尊重」という用語は、ⓐ文言に争いのある遺言
の解釈において遺言をなるべく有効となるように解釈するという考え方
（遺言を有効にする解釈）とⓑ成立要件を満たした遺言をなるべく有効に維
持するという考え方（遺言の有効性維持）の二つの考え方を包含している。
ⓐの考え方は、たとえば、最高裁判決では端的に以下のように表現され
ている。すなわち、「遺言の解釈に当たっては、遺言書に表明されている
遺言者の意思を尊重して合理的にその趣旨を解釈すべきであるが、可能な
限りこれを有効となるように解釈することが右意思に沿うゆえんであり、
そのためには、遺言書の文言を前提にしながらも、遺言者が遺言書作成
に至った経緯及びその置かれた状況等を考慮することも許されるものとい
うべきである1)」（下線筆者）。また学説でもこの点はつとに指摘されてい
る2)。
ⓑの考え方は、遺言の特殊性を考慮して遺言の効力否定には慎重さが要
求されるというものである3)。たとえば、下級審判決でも以下のように説
示するものがある。すなわち、「遺言は、遺言者の最終的な意思表示であ
り、しかも死後においては自らその内容、動機等を説明することができな
いのであるから、錯誤の認定は慎重になされることが必要である」（下線
筆者)4)。この説示部分では錯誤のみが言及されているが、その立言内容か

1) 最判平成⚕年⚑月19日民集47巻⚑号⚑頁。最判昭和30年⚕月10日民集⚙巻⚖号657頁も
参照。
2) 高野竹三郎「遺言の解釈」早法29巻⚒・⚓冊（1953年）308頁など。
3) 青竹美佳「判批」現代民事判例研究会編『民事判例13［2016年前期］』（日本評論社、
2016年）113頁参照（以下「青竹・判批⚑」とする）。
4) 後述の検討判例②。⑨も参照。また、学説でも、動機の錯誤による遺言の無効が認めら
れることはほとんどない、と言われている（泉久雄＝久貴忠彦＝久留都茂子＝宮井忠夫＝
米倉明＝上野雅和＝加藤永一『民法講義⚘ 相続』（有斐閣、1978年）313頁［泉久雄］）。
ただし、ここでは、家業を継いでくれると思ったが、そうはならなかったという将来事情
の錯誤の例が挙げられている。
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ら考えて、意思表示の効力否定の規律全般にその射程は及ぶものと考えら
れる。もっとも、心裡留保、虚偽表示、表示行為の錯誤の場合は、先行す
る遺言の解釈により有効無効が確定することがほとんどであると考えられ
るため5)、実質的に問題となるのは動機の錯誤、詐欺、強迫であろう。
ⓐⓑいずれの考え方にも、遺言を有効とすることで遺言者の最終意思の
実現を図るという要請が通底しているとみることができる。
このような遺言の尊重という考え方は、わが国固有のものではない。た
とえば、ドイツ民法では、成立した遺言が複数の解釈を許す場合には遺言
をなるべく有効となるように解釈するべきである、という条文がある
（BGB2084条［遺言を尊重する解釈]6)）。遺言を尊重する解釈（ドイツ語で
wohlwollende Auslegung、ラテン語で benigna interpretatio7)）というこの原則
は、被相続人とっては一般に遺言において意図した経済的効果が重要であ
り、法技術的な方法は重要ではないとの考え方を基礎にしており、通常の
場合、その限りで遺言における処分を可能な限り有効となるように解釈す
ることが被相続人の意思に合致する、と言われている8)。また、さらにさ
かのぼって古代ローマ法においても favor testamenti（遺言の尊重）という
考え方が存在していたと言われている9)10)。
わが国でも、この格言を援用して、「遺言は人の終意に格別の重きをお
くものであり、遺言はできる限り有効なものとして、遺言者の真意の実現

5) 蕪山嚴＝𠮷𠮷井直昭＝小川昭二郎＝田中永司＝横山長『遺言法体系Ⅰ［補訂版］』（慈学
社、2015年）29頁以下［蕪山嚴］。
6) 紙幅の都合上、条文訳は掲げない。
7) 直訳は「（遺言の有効性に）好意的な解釈」とでもなろうか。
8) Leipold, Erbrecht, 23. Aufl, 2022, Rn.385. Lange, Erbrecht, 2011, §35, Rn.5, 27 も参照。
Frank/Helms, Erbrecht, 7. Aufl, 2018, §5 Rn.8 und §7 Rn.12 はこの考え方を「favor
testamenti」とも呼んでいる。
9) Zimmermann, Law of Obligation, 1996, P. 720 ; Kaser/Knütel/Lohsse, Römisches
Privatrecht, 21. Aufl, 2017, §8 Rn.13 und §10 Rn.6 ; 原田慶吉『ローマ法［改訂］』（有斐
閣、1955年）88頁、336頁。

10) favor testamenti の訳語として、原田（前掲脚注⚙）は「遺言優遇」という訳語をあて
ている。筆者はさしあたり、「遺言の尊重」という訳語を用いることにする。
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に資するように解釈すべきであるとされている（benigna interpretatio, favor
testamenti）」旨の指摘がある11)。

⑵ 遺言の尊重の限界
このように遺言の尊重という考え方は、ある程度普遍的なものであると
見ることもできる。他方で、このような考え方には、一定の限界があるこ
とも指摘されている12)。たとえば、ⓐに関しては、遺言をなるべく有効に
解釈するという考え方が判例法理だとするのは早計であると感じられる旨
の指摘13)、遺言者の真意が不明な場合にそれでも遺言自体を有効にする解
釈に一定の理があることを認めつつも、「解明的解釈の結果、多義性が残
る場合、そのうち一方を選ぶことが、立証し得なかった遺言者の真意に反
している可能性もある。遺言を有効にすることがすべて遺言者の真意に合
致するわけではあるまい。そうであるならば、そうした解釈をせずに法定
相続に従うとすべき場合もあろう」との指摘がある14)。
またⓑに関しても、ドイツでは、遺言における錯誤の特別規定が存在し

（BGB2078条［錯誤または強迫に基づく取消］）、連邦通常裁判所の判決でも動
機の錯誤に基づく終意処分の取消は否定されてはいない15)。ローマ法源に
おいても、遺言に動機の錯誤があった場合には、一定の要件のもとで当該
遺言の効力が阻まれることがすでに認められていた16)。

11) 床谷文雄「遺言法の課題――遺言者の終意はいかなる意味で尊重すべきか」野村豊弘＝
床谷文雄編著『遺言自由の原則と遺言の解釈』（商事法務、2008年）⚔頁参照。後述のよ
うに、床谷論文はこの見解に与していない。

12) 床谷（前掲脚注11）⚔頁参照。
13) 高木多喜男「遺言の解釈」川井健ほか編『講座・現代家族法 第⚖巻』（日本評論社、
1992年）114頁。反証として、最判昭和31年⚙月18日民集10巻⚙号1160頁を挙げている。

14) 堀川信一「遺言の解明的解釈の方法と限界について――ドイツ法における示唆理論を参
考に――」大東18巻⚒号（2009年）139頁。

15) 中谷崇「遺言の錯誤――ドイツ民法を手掛かりにした考察――」横浜28巻⚓号（2020
年）参照。

16) 中谷崇「ドイツ民法典における遺言錯誤規定の生成（2）」立命384号（2019年）脚注123
参照。
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原則として、遺言の尊重という考え方が妥当するとしても、それは無制
限のものではないとするならば、その限界を画することが必要となる。こ
のような問題意識に基づき、本稿では、意思表示の効力否定、特に動機の
錯誤との関係から、下級審裁判例の分析を通じて、遺言の尊重という考え
方に一定の限界を見出すことを目的としている。
なお、民法総則に位置する95条（特に断らない限り、民法の一部を改正する

法律（平成29年法律第44号）に基づく改正前の条文を指す。以下同様とする。）が
遺言における財産行為にも適用されることは通説17)や下級審判決も認める
ところであるにもかかわらず、単独行為に関する錯誤法の研究は、契約に
おけるそれと比べると、極めて少ない。もちろん、相応の理由があっての
ことだと考えられるが、公正証書遺言作成数が過去10年で漸増しているこ
とや18)、法改正によって自筆証書遺言の利用が促進されている状況に鑑み
れば19)、現行95条が遺言にも適用可能である以上、このような状況が続く
ことは望ましくなかろう。従って、上記の検討を通じて、遺言の錯誤とい
う観点から現行95条の解釈論に新たな視点を提示することも目的としてい
る。

17) 遺言における身分行為については、大別して95条ただし書を排除するという形で制限的
に適用を認める見解（我妻栄『新訂民法総則（民法講義Ⅰ）』（岩波書店、1965年）306頁、
川島武宜『民法総則』（有斐閣、1965年）296頁、幾代通『民法総則［第⚒版］』（青林書
院、1984年）277頁）、95条の適用を否定し別の理由により無効を導く見解がある。後者
は、①婚姻（742条）や養子縁組（802条）は人の取違いの場合に無効になるという見解
（四宮和夫＝能見善久『民法総則［第⚙版］』（弘文堂、2018年）264頁）、②遺言者の意思
欠缺の場合には無効になるという見解（中川善之助＝泉久雄『相続法［第⚔版］』（有斐
閣、2000年）560頁）がある。②が無効を導く根拠は意思主義そのものによると思われる
（中川善之助「身分行為に於ける意思の欠缺」『身分法に於ける総則的課題』（岩波書店、
1941年）182頁参照）。

18) 平成24年では⚘万8156件であるが、令和⚓年では10万6028件である（日本公証人連合会
ウェブサイト（2023年⚔月⚑日閲覧）<https://www.koshonin.gr.jp/news/nikkoren/yui
gon2021.html>）。

19) 堂薗幹一郎＝野口宣大編著『一問一答 新しい相続法』（商事法務、2019年）101頁。
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Ⅱ．下級審裁判例の分析・検討

ここでは遺言における動機の錯誤に関する下級審判決を分析・検討する。
検討の対象とする判決は、先行研究を参考にしたうえで20)、平成期以降の
もので、かつ判例集およびデータベース（判例秘書 INTERNET、LEX/DB
INTERNET）に掲載されているものに限っている。ただし、当事者がどの
ような錯誤の主張をしているか不明確なものは検討の対象として取り上げ
ていない21)。また、検討する事案では、当事者が意思能力欠如による無効
などの主張をしているものもあるが、錯誤の問題だけを取り上げる。な
お、取り上げた事案で錯誤以外の主張に基づく無効・取消が認められてい
るものはない。

⚑．遺言における動機錯誤をめぐる下級審裁判例
①東京地判平成⚓年⚓月29日判時1404号96頁

【事実】
遺言者Ａ（在日外国人）は、昭和62年⚗月14日に、Ｘを遺言執行者に指定する、
Ｘに複数の土地（本件各土地）の処分権限を授与する、各受遺者への分与・執行費
用・葬儀費用を遺産中から控除した全残額及び絵画等をＸに遺贈する等の内容の公
正証書遺言を作成した（旧遺言）。ところが、昭和63年⚗月28日に、Ａは、旧遺言
を撤回する、Ｂを遺言執行者にする、Ｂに本件各土地の処分権限を授与する、Ｂに
⚑億円を遺贈する、Ｘには中国製の照明器具等を遺贈する等の内容の公正証書遺言
を作成した（新遺言）。Ａは昭和63年⚙月10日に死亡した。Ｂは、平成元年⚒月⚗
日に、Ａの唯一の法定相続人であるY1 に本件各土地の所有権移転登記手続きを行
い、同月27日、Y2（株式会社）との間で本件各土地及びその地上建物を63億円で

20) 遺言の錯誤の判例を紹介するものとして、青竹美佳「判批」『私法判例リマークス54号
2017年［上］』（2017年）75-76頁（以下、「青竹・判批⚒」とする）、中里和伸＝野口英一
郎『判例分析 遺言の有効・無効の判断』（新日本法規、2020年）100-102頁がある。

21) たとえば、東京地判平成16年⚙月30日判例秘書L05933950、東京地判平成28年⚔月⚘日
判例秘書L07131151、東京地判平成30年⚑月18日判例秘書L07330373である。
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売却する旨の契約を締結し、内金15億円を受領するのと引き換えに、仮登記手続き
を行った。
Ｘは、Ｂ及び受遺者の一人がＡに対して、Ｘがいわゆる地上げ屋と関係してお
り、本件土地をいいように処分してしまう旨の虚偽の事実を告げ、Ａがその旨誤信
した結果遺言執行者をＢに変更する新遺言をしたとして、新遺言の錯誤無効等を主
張し、Y1 Y2 に対して各登記の抹消登記手続きを請求して訴えた。
【判旨】
東京地裁は、Ｘが主張する「錯誤がいわゆる動機の錯誤であることは主張から明
らかである。しかし、遺言自体の性質に照らし、右のような動機の錯誤が、新遺言
の重要な部分の錯誤といえるのかはなはだ疑問であるうえ、新遺言書（略）には、
旧遺言書を含むこれまでのすべての遺言を撤回して新たに新遺言書を作成する動機
は一切表示されておらず、Ｘ主張の動機が新遺言による意思表示の要素を構成する
とみるのは困難である」（下線筆者）と説示し、錯誤無効の主張を認めなかった。

②東京地判平成15年⚓月26日判例秘書L05831329
【事実】
遺言者Ａは妻Ｂとともに新宿区早稲田で総菜等を販売して生計を立てていた。Ａ
Ｂ夫婦には、長男Ｘ、長女Y1 及び二女Y2 がおり、ＸはＣと婚姻した後、昭和52
年にはＡＢと同居するようになった。平成12年⚕月⚓日、ＡはＸから請われて自宅
土地建物の相続人をＸとする遺言書を作成したが、同年11月⚑日、宅地建物、預貯
金債権その他一切の財産をＹらに均分相続させる等の内容の公正証書遺言を作成
し、付言事項として以下のような内容を記していた。「私、Ａは、㋐親身によく世
話をしてくれた長女Y1 と弐女Y2 に対し、土地・建物すべて（ただし、売却した
ときは、その代金すべて）及び預金、現金のすべてを相続させます。/また、長男
Ｘに対しては、一切財産を与えないこと／その理由は、㋑妻Ｂが病に倒れたとき、
介護・世話の一切拒否、葬式も絶対に出席しない等、皆に暴言をはいた。/又、㋒
私に対しても、外出中、無断で家の権利証を金庫より持ち出し、勝手に所持した。
/その後、㋓Ｘ一家は、同じ一軒の家に住みながら、⚔か月間、一言も話さず、無
視し続け、いちじるしい苦痛不安、ストレスを私に与えた。/私の葬式には、Ｘを
絶対出席させないこと。/そして、Ｘは、相続、祭祀に対して一切口出ししないこ
と」（記号筆者）。Ａは平成13年⚒月27日に死亡した。
Ｘは、ＹらがＡに対して真実と異なる事実を述べて、ＸがＡに対して許しがたい
行為をしたものとＡに思い込ませた結果、Ａは錯誤に陥り遺言をしたと主張して、

立命館法学 2023 年 1 号（407号)

222 ( 222 )



本件公正証書遺言の無効を主張した。これに対して、Ｙらは、同遺言はＡの希望で作
成したもので、Ｙらは内容に何も関与しておらず、またＡに錯誤はないと反論した。
【判旨】
東京地裁はまず次のような一般論を立言する。「ⓐいうまでもなく、遺言は遺言
者の最終的な意思表示であり、しかも、死後においては自らその内容、動機等を説
明することができないものであるから、遺言が動機の錯誤により無効となることが
理論上あり得ないとまでは解し得ないとしても、その認定は慎重になされることが
必要である。そのようなことからすると、ⓑ動機の錯誤により遺言が無効となる
場合とは、まず、当該遺言の動機が確定され、それについて遺言者に錯誤が存する
とともに、遺言者が当該動機となった事実についての真実を知っていたならば（そ
の動機について錯誤が存しなかったとすれば）、そのような遺言をすることは到底
あり得ないと誰しもが考えるといった、極めて限定された場合に限られると解すべ
きである」（記号下線筆者）。次いで、同裁判所は、付言事項記載の内容を、その内
容からして、本件遺言の動機であると認定して、㋐のY1 及び Y2 が親身に世話を
した点について、Ａの誤解とは認められない、㋑は、やや一方的な表現とはなって
いるが、全くの誤解とも言えず、無効をもたらすほどの錯誤とは認められない、㋒
は事実でありＡになんの錯誤もない、㋓は、多少誇張はあるが、錯誤があるとは認
められない、として「本件遺言公正証書における付言事項の内容は、多少一方的な
いし表現に誇張のある部分は存するというものの、その動機として記載された事実
が存在しないとか、その事実の評価ないし受け止め方が著しく偏ったり、不相当で
あるといった事情は認められないから、本件遺言をするについて、そもそもＡに遺
言の効力を左右するような動機の錯誤があったとは認められない」（下線筆者）と
結論づけ、錯誤無効の主張を認めていない。

③東京地判平成17年⚙月⚒日判例秘書L06033274
【事実】
遺言者Ａ（秩父市で病院を経営していた医師）には、長女Ｃと次女Y1 がいる。
妻Ｂは昭和58年⚑月に他界している。Ｃとその夫Ｄとの間には長女であるX1 と長
男であるX2 がいたが、Ａは平成元年⚓月27日、Ｃを代諾者として、X1X2 と養子
縁組をした（Ｃは平成⚖年に他界）。Ａは肝硬変の悪化から平成13年11月頃入院し、
平成14年⚒月28日以降は八王子のY1 夫婦宅に移り、その後自宅に戻ることはな
かった。平成14年⚙月20日、およそ以下のような内容で公正証書遺言（第⚑遺言）
が作成された。「ア 不動産を含めＡの所有する一切の財産をY1 に相続させる。/
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イ 養子であるX1 及び X2 は、Ａ名義の資産を不法に領得するなどの著しい非行が
あったので、両名を推定相続人から廃除する。/ウ 祖先の祭祀を主宰する者として
Y1 を指定する。/エ 遺言執行者としてY2（筆者―弁護士）を指定する」（下線筆
者）。また、Ａは同年11月26日、離縁調停を申し立て、同年12月30日には、Ｘらに
対する建物（診療所兼居宅及び隣接倉庫）の明渡請求訴訟を提起し、平成15年⚑月
20日には、Ｘらを養子及び孫として推定相続人から廃除する旨の公正証書遺言（第
⚒遺言）を作成した。同年⚔月23日Ａは死亡した。Y2 及び Y1 は、遺言に基づき、
同年⚕月⚒日に各不動産（秩父の土地と倉庫、国分寺の土地建物）の所有権移転登
記手続き、⚙日に秩父の診療所兼居宅の所有権保存登記を行った。
X1 及び X2 は、Y1 及び Y2 に対して、ＡはＸらが約⚑億⚕千万円ないし⚒億円の
金員を不法に領得したという誤信をして本件遺言を作成したとして、本件遺言の無
効の確認を求め、Y1 に対して各不動産の移転登記の抹消登記手続きを求めた。こ
れに対してＹらは、㋐Ｘらが金庫の中身を八王子に持参する指示に従わなかった、
㋑ＸらがＡの預金や現金を隠匿・着服したこと、㋒ＸらがＡの資産管理会社の社
員役員を無断で変更したこと、等が動機であると反論した。
【判旨】
東京地裁はＹらの主張に即しておよそ以下のように判断して、ＹらがＡを錯誤に
陥らせて遺言をさせたと認めることはできないとして、Ｘらの錯誤無効の主張を認
めなかった。
㋐について
Y1の陳述書以外に証拠がなく、客観性に乏しく、Ｙらの主張を認める証拠はない。
㋑について
Ｎ信託銀行とＯ`銀行の二つの預金口座については、ＡがX1 にある程度自由な引
出しを許可していたこと、預金の減少推移が極端でないこと、X1 が引き出した金
銭の一部はX2 の学費に充てられていること（ＡはX2 を医師にすることを望んで
おり、学費の確保も指示していた）、Ａは平成13年11月頃まで口座の管理が可能で
あったこと等を考慮して、X1 が預金を隠匿、浪費したとは言えない。
他方で、Y2 は、Ｘらが銀行に連絡して、Ａ名義に預貯金等について、Ｘら以外
からの払い戻し請求には応じないで欲しい等を要請したことを主張しているが、
Y1 の陳述書には、Ａの指示がなければX1 や X2 でも払い戻しができないように金
融機関に要請したと逆の事実が記述されている。そうすると、「ＹらがＡに対し
誤った報告をし、Ａが病状の悪化等によりこれらの報告を十分に調査、検討、確認
するだけの気力がないままに、Ｘらの不正な預金の引出と浪費があったと誤認した
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可能性も十分に考えられるところである。しかし、既にＡが他界していることもあ
り、そうであったと認定するに足りるだけの証拠はない」（下線筆者）。
秩父居宅金庫⚑（約⚑億⚕千万円）及び⚒（約⚒億円）内の現金については、Ｘ
らはＡから金庫⚑の鍵を預かっており、現金を持ち出しうる立場にあったが、預金
の浪費の事実が認められないこと等からすると、Ｘらが金庫の「現金を隠匿した可
能性はほとんど認められないというべきである。ただし、Ｘらが絶対に持ち出した
事実はないとまで認定できる証拠もない」。他方で、Y1 あるいはその夫が、居宅金
庫の内容物に相当関心があったことは否定できず、Y1 及びその夫は、平成14年⚘
月28日に金庫⚑の現金がなくなっているのを発見して、十分な調査を経ずに、直ち
に預金引き出しを止める手続きをとっている。「以上によれば、Ｙらは、Ａに対し、
金庫⚑の現金がＸらにより隠匿された旨を報告するとともに、正確な調査をするこ
ともなく預金についても勝手に引き出しているということを併せ伝えることによっ
て、ＡのＸ（筆者―原文は被告）らに対する疑惑の念を煽ろうとした可能性がある
ことも否定し得ないところである。しかし、Ｙらにそのような意図があったと認定
するに足りる証拠はない」。
㋒について
病院の廃業という重要な手続きについてもＡはX1 に依頼していたことからする
と、Ａが資産管理会社の役員をＸらに変更することを税理士に依頼したことは、何
ら不自然な点は認められない。
｢以上によれば、Y1 及びその夫が金庫⚑または⚒の現金を隠匿し、これをＡにＸ
らの不正行為として報告し、Ａをして錯誤に陥らせ本件遺言をさせた可能性を完全
に否定することはできない。しかし、Ａが他界した現時点においては、本件全証拠
によっても、Ｘらの主張に係る上記Ａの錯誤により本件遺言がされたことを、証明
された事実として認定することはできない」（下線筆者）。

④東京地判平成17年11月29日判例秘書L06034527
【事実】
遺言者Ａには、長男であるY2、二男であるY3、三男であるＸ、長女であるY4、
四男であるY5 がいた。Ａの夫Ｂは昭和44年に死亡している。Ａは、銀行Y1 に遺
言書の作成を相談し、平成元年⚘月25日に、公正証書遺言を作成した。そこには、
東京都三鷹市所在の土地建物をY4 に相続させ、同市所在の別の土地建物をY3 に
相続させ、栃木県那須郡所在の土地（本件土地）をＸに相続させ、預貯金債権につ
いては、債務・経費等を弁済した残余をY2 と Y5 に 1/2 ずつ相続させ、Y2、Y5 か
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ら遺留分減殺請求があったときにはY3 が相続すべき財産から減殺すること等が定
められていた。本件土地は昭和44－45年に売買を原因としてＡに所有権移転登記が
されたが、平成元年⚖月28日に真正な登記名義の回復を原因としてＸに所有権移転
登記がされていた。Ａは平成13年に死亡した。Y1 は平成13年11月に遺言執行者に
就任している。
Ｘは、㋐Ａは本件土地がＡに帰属するとY1 の担当者やY2 から虚偽の説明を受
けその旨誤信した、また、㋑本件土地は50数万円の価値しかなかったが、900万円
と誤信しており、本件土地をＸに取得させればY2、Y5 の各相続分と平等になると
誤信したとして、錯誤に基づく本件遺言の無効の確認を求めて提訴した。
【判旨】
東京地裁は、㋐については、まず、ＡがＸ主張の誤信をしたこと及び当該錯誤が
なければＡはＸに別の遺産を相続させたはずだと認める証拠はないと判断した。す
なわち、Ａは、本件土地がＢから介護の対価としてＸが買い与えられたものである
こと、兄弟に配慮して便宜的にＡ名義になっていたこと、Ｂの意向により本件土地
を買い与えられたというＸの主張にY2 ら他の兄弟が納得していないこと等本件土
地の帰属に関する事情は全て承知しており、そこには何の錯誤もない、と述べて、
Ａは、「実質的観点からＸが取得すべき財産の範囲を決定したというべきであり、
本件土地が、厳密にＡの財産に属するのか否かというような形式的な観点から、Ｘ
に帰属させる財産の範囲を決定していたと見ることはできない」（下線筆者）と結
論づけた。㋑についても同様にＡがＸ主張の誤信をしたこと及び当該錯誤がなけれ
ばＡはＸに別の遺産を相続させたはずだと認める証拠はないと判断した。すなわ
ち、ＡはY1担当者から本件土地の一応の評価額を900万円程度と聞かされていたが、
Ａ自身は「⚑万円」にもならないだろう等と述べていたことから、本件土地の価格
が低いことを認識しており、また本件遺言は遺留分侵害を想定したものであり、相
続人全員の平等を図ったものでもない等の理由から、Ａに評価額の誤信がなかった
らＸに本件土地以外の遺産も相続させていたはずだとは認められないと述べた。

⑤東京地判平成18年10月13日判例秘書L06134121
【事実】
遺言者Ａには、長女Ｘ、次女Y1 及び三女Y2 がいた。Ａの夫Ｂは昭和46年に他
界している。ＡＢは、昭和45年に鎌倉の土地約450㎡（本件鎌倉土地）を購入した
（Ｂ死後Ａの単独所有）。ＡとＸの夫Ｃは、本件土地に共同して家屋を立て同居する
ことを合意し、それぞれ費用負担して昭和37年⚖月に⚒階建ての建物（本件鎌倉建
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物）を新築した。持分割合はＡが26/56、Ｃが30／56である。なお、Ｃが本件鎌倉
土地を敷地利用することにつき、昭和60ないし62年頃に、ＡＣ間で作成日付を昭和
47年⚗月⚑日とする賃貸借契約書（期間20年）が作成され、平成⚔年⚒月ないし平
成⚕年⚓月頃に同じ日付を作成日とする賃貸借契約書（期間30年）が作られてい
る。なお、ＸＣは海外を含む転勤によりＡと継続して同居することは実際には困難
であった。昭和63年12月⚗日、本件鎌倉土地建物に、債務者をＣ、根抵当権者を株
式会社Ｄとする根抵当権（極度額1100万円）が設定された。平成⚖年⚖月頃にそれ
を知ったと主張するＡは共有関係解消や賃貸借契約の解約等の交渉をＣと行ったが
奏功せず、ＡＣ間の関係は悪化した。結局、平成⚗年⚙月12日、本件鎌倉土地の50
坪分をＣに譲渡するというＡの提案に対して、Ｃは本件鎌倉土地建物の売却を前提
に更地価格でこれを取得することで共有を解消するという提案をし、Ａがこれに同
意した。平成⚘年⚗月31日、Ａは本件鎌倉土地建物の持分を売却し、Ｃも50坪分の
借地権と建物の持分を売却し、受領分はＡが5380万円、Ｃが2500万円であった。Ａ
は平成⚙年⚑月31日に、以下のような内容で公正証書遺言を作成した。「ａ Ｙら両
名に対し、Ａの所有する区分所有建物及び敷地権並びに預貯金債権を含む一切の財
産を均等の割合で相続させる（本件公正証書第⚑条）。/ｂ Ａは、Ｘ夫婦と同居す
ることを前提として、Ａが所有していた本件鎌倉土地に、Ｃとの共有名義で本件鎌
倉建物を建築し、同居していたが、Ｘ夫婦の海外赴任に伴い同居が不可能となり、
㋐土地建物を売却することになった。その際、Ｃが建物の持分割合による借地権
相当額を買主から受領した経緯があったこと、また、Ｃは、㋑本件鎌倉土地の使
用に際して、Ａに対し、権利金の支払をせず、土地賃貸借契約の更新に当たり更新
料の支払等も一切していないことから、上記権利金及び更新料についてＸに対する
相続分の前渡があったものとして、Ｘには財産を相続させないこととする（本件公
正証書第⚒条）」（記号下線筆者）。Ａは平成17年⚒月10日に死亡した。
ＸはＹらに対して、本件遺言のＡの動機は明示されているが（㋑）、Ｃが権利金
や更新料の不払いをしたというのは事実に反する（権利金は支払い済み、更新期は
未到来、更新料の支払条項の不存在）などとして、Ａの動機の錯誤に基づく本件遺
言の無効を確認し、Y1 及び Y2 に対して、582万円及びその利息の支払いを請求し
た。Ｙらは本件遺言の動機は、Ｃが2500万円もの金員を受領するに至ったことであ
り、錯誤はないなどと反論した。
【判旨】
東京地裁はおよそ以下のように説示してＸの錯誤無効の主張を認めなかった。
Ｘは、ＡＣ間で本件鎌倉土地の賃貸借契約書（地代月額15000円）が作成された
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のは昭和60～62年頃であり、それ以前にＣは固定資産税などを払うことで賃料に代
えてきたと主張するが、この時点以前に、借地契約が成立していたと認定すること
はできない。また昭和47年⚗月⚑日にＣからＡに137万円が振り込まれているが、
借地契約成立は上記時点であり、これを借地権設定のための権利金と認定すること
はできない。本件遺言でＡがＸに相続財産を残さなかった最大の理由は、㋐部分で
あり、「Ａが、既に2500万円を得たＸ夫婦に財産を分ける必要はないと考えていた
ことは、明白である。そこには、何らの錯誤も認められない」（下線筆者）。
確かに、賃貸借契約書には、Ｃが権利金137万円を支払った旨の条項が存在する
が、Ｃが借地権の対価として取得した額（2500万円）と比べれば、相当な金額とは
認めがたいため、Ａに錯誤があったとは言えない。また、最初に作成された契約書
によれば、更新期間は20年であるため、昭和47年⚗月⚑日を始期とすれば、平成⚔
年⚗月⚑日には更新期を迎えたことになる。また、更新料支払いの合意がなくて
も、Ａはそのこと自体に不満を抱いていたと解するのが相当であり、錯誤があった
ということはできない。「仮に権利金や更新料について、錯誤があったとしても、
これらの点を理由として遺言全体を無効とすることは相当ではない。なぜならば、
遺言者の死亡後にその真意を解釈しようとする場合、遺言者自らが錯誤の主張をし
ているわけではなく、現在、その真意を直接本人から確認することもできないので
あるから、前提事実の認識について遺言者に軽微な錯誤が認められたとしても、そ
うした錯誤がなければ、当該遺言はされなかったはずであると安易に断定し、遺言
がなかったものとすることは、もはや改めて遺言を作成し直すことができない遺言
者の真意にかえって背くことになるからである」（下線筆者）。

⑥東京地判平成18年12月21日判例秘書L06135201
【事実】
遺言者Ａには法定相続人として、二男Ｘと長男Ｙがいる。平成14年⚙月⚖日に夫
Ｂは他界している。Ａは、平成15年⚘月26日に、所有する土地の共有持分及びその
他一切の財産をＹに相続させる等の内容の公正証書遺言（本件遺言）を作成した。
本件遺言には「Ａは、平成14年⚖月にＢが死亡してからはＹ夫婦の世話になり、親
切に面倒をみてもらって、心から感謝しています。Ｘ（中略）には、歯科医になる
ために相当の教育費等をかけましたし、また、夫の死亡による相続の際に、相続財
産である杉並区内の土地をＸに取得させました。このような事情を考えて、この遺
言書で定めたような遺言をすることにしました。どうぞ理解してください。」（下線
筆者）と付言されていた。ただし、実際にはＢは杉並区に土地は所有しておらず、
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Ｘは世田谷区の土地（約170㎡）の借地権及び木造共同住宅⚒棟を取得していた。
またＡは、平成14年⚗月にＹに対して2200万円を生前贈与している。Ａは平成17年
12月25日に死亡した。
Ｘは、自身が歯科医になったことについてＡＢに多額の費用を出費させた事実は
なく、また杉並区の土地を取得したこともないとして、Ａの動機の錯誤に基づいて
本件遺言の無効の確認を請求した。これに対して、Ｙは、本件遺言は、ＡがＹ夫婦
の親切な世話に感謝するなどして作成されたものであり、Ｘ主張の点について錯誤
があっても、要素の錯誤になりえないなどと反論した。
【判旨】
東京地裁は以下のように説示して錯誤無効の主張を認めなかった。
｢遺言は単独行為ということもあり、そのような遺言をした動機については、明
確に表示されていない限り、事後に第三者がその真意を確定することは困難である
といわざるを得ないところ、ⓐＡが本件遺言をした動機は、本件遺言中、あるい
はそれ以外の本件証拠中にも明確に表示されていると認めることはできず、また、
ⓑ社会通念に照らしても、遺言を行うに際しては、それまでの生活履歴の中の各
種出来事を総合的に考慮したうえで、その内容を決しているものと解するのが相当
であるから、遺言の動機を一義的に認定することは必ずしも適当といえないもので
ある。しかも、本件において、ⓒＸが問題とする事実の相違は、いずれも特に付
言と題された条項中のものであり、それ自体により法律上の権利関係を画すること
のない部分に関するものであるから、なおさら、その事実関係に一定の誤解等が
あったとしても、それをもって、要素の錯誤があり本件遺言全体が無効になると解
することは到底できないというほかない。」「Ｘが真に主張したいのは、Ａがその真
意に基づいて本件遺言のような内容の遺言をするはずがなく、Ｙがすべての絵を書
いたうえで、Ａにこのような遺言をさせたに違いないという点に尽きるものと考えら
れるが、ⓓ本件遺言は公正証書によるものであることも考慮すると、Ａがその真意に
基づくことなく本件遺言を行ったとは考えがたく、本件において本件遺言の有効性を
疑わせるに足りる特段の事情も見当たらないというべきである」（記号下線筆者）。

⑦東京地判平成20年⚕月27日判例秘書L06331316
【事実】
遺言者Ａと夫である亡Ｂとの間には、二女Ｃ、二男Ｄ、三男Ｙ、四男Ｘがいる。
Ｂは昭和27年⚔月に、株式会社Ｅを設立した。昭和39年に建築されたビルＦのうち
Ｃの所有部分を除いた部分（本件建物）は未登記であったが、平成13年⚕月28日に
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Ｂの相続財産に属することが裁判で確定している。Ａは、昭和63年⚓月29日に、
「ア Ａは、所有するＥの株式すべてをＸに相続させる。イ Ａは、Ｄ及びＣに対し、
それぞれ、500万円を相続させる。ウ Ａは、ア及びイに記載する以外の一切の財産
をＹに相続させる。」という内容で（第⚑遺言）、平成元年⚓月24日に、「ア Ａは、
本日以前に行った遺言をすべて撤回する。イ Ａは、Ｘの子であるＧに、500万円を
遺贈する。ウ Ａは、ア及びイに記載する以外の一切の財産をＹに相続させる」と
いう内容で（第⚒遺言）、平成⚘年⚙月20日に、「ア Ａは、本日以前に行った遺言
をすべて撤回する。イ Ａは、Ｘの子であるＧに300万円を遺贈する。ウ Ａは、イ
に記載する以外の一切の財産をＹに相続させる。」（第⚓遺言）という内容で、公正
証書遺言を作成した。
Ｘは、Ｙが本件建物の所有権がＢにあると知りながらＥ所有のものだとＡを誤信
させて第⚑遺言を作成させた、つまり、当該誤信がなければ、株式を相続させるで
はなく、本件建物持分の 1/2 を相続させる等の表現になっていたはずであるとし
て、無効を主張し、第⚒、第⚓遺言は第⚑遺言を前提としている以上、第⚑遺言と
同様に無効であるとして、Ｙに対して、Ａの遺言の錯誤を理由に無効の確認を求め
た。Ｙは、本件建物の所有権がＥにあったことは、Ｘ含めＢの相続人全員の認識
だったと反論した。
【判旨】
東京地裁は、第⚑、⚒遺言の無効の確認の訴えは、訴えの利益がないという前提
に立ちつつも、Ｘが、第⚓遺言が第⚑、⚒遺言を前提にしていることにより無効だ
と主張しているため、第⚑遺言の有効性について以下のように判断している。「第
⚑遺言のアは、Ａが保有するＥの株式をＸに相続させるというものであり、その遺
言文言からは、本件建物の所有権の帰属がＥに存することを内容とするものとはい
えない。/また、本件建物の所有権がＥに存することが、Ａが第⚑遺言アの遺言を
した動機であるとしても、それが表示されていないのであり、要素の錯誤とはなり
得ない」（下線筆者）。
またＹが本件建物の所有権がＥにないことを知りながらＡを誤信させたと主張し
ている点については、「Ｘ自身も、昭和63年10月⚖日に提起した新株発行不存在確認
等請求事件において、本件建物をＥが所有していると主張していたこと、昭和62年⚒
月20日に作成された遺産分割協議書において、本件建物がＢの相続財産として掲載さ
れていないことが認められるのであって、平成⚗年ころに、Ｄが主張するまでは、Ｂ
の相続人間において、本件建物はＥに属すると考えていたことが推認できるのであっ
て、ＹがＡを誤信させたというＸの主張は理由がない」（下線筆者）と判断した。
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⑧東京地判平成25年⚖月21日LEX/DB25513454
【事実】
遺言者Ａには、妻Y2、長男Y1、長女Y3、次女Y4 がいる。昭和56年ころ鍼灸師
として働いていたＸはその病院の理事であったＡが患者として訪れるようになった
ことから知り合い、ＸとＡは交際するようになった。ＸＡは、金沢市内のマンショ
ンで同棲するようになり、平成⚙年には千葉県に移り、新居を建築して以後同棲し
ている。Ａは平成15年⚑月14日におよそ以下のような内容の自筆証書遺言を残して
いる。金沢市所在の不動産甲を妻Y2 に「相続させる」、金沢市所在の不動産乙を
長女Y3 に「相続させる」、東京都渋谷区に所有するマンション丙を長男Y1 に「相
続させる」、Ｓ銀行とＨ銀行の預金をＸに相続させる、というものである。Ａは平
成17年⚕月⚔日に死亡している。Y1 らは平成18年⚑月20日に遺産分割協議を行い、
Ｓ銀行の預金をY2（約385万円）、Y1（約1164万円）、Y3（約914万円）が、Ｈ銀行
の預金すべて（約503万円）をY2 が取得した。
Ｘは、Y1 らに対して、遺贈を根拠に不当利得返還請求をした。Y1 らは、甲のう
ち土地はY2 の所有であり、また乙及び丙は土地建物ともにY3 及び Y1 が生前贈
与を受けたものであり、これらについて「相続させる」となっているため、本件遺
言は錯誤により無効であると反論した。なお、Y2、Y3、Y4 は平成20年に、本件遺
言の無効を主張して確認訴訟を提起したが、敗訴の判決が確定しているため、Y1
の主張に対してのみ判断されている。
【判旨】
東京地裁は、実際の財産の内容と異なるもののうち、Y2 に甲を相続させるとし
た点は、Y2 の主張によっても少なくとも同所の建物はＡの遺産というのであるか
ら、「不動産を相続させる」とした意思表示に錯誤があるとは言い難い、と述べ、
また、Y1 及び Y3 に相続させるとした不動産についても、「本件遺言書の趣旨は、
生前に贈与したものを含め、相続人への分配を定めたことをもって『相続させる』
と記述したものと解することもできるから、この点も錯誤というほどのものがある
とはいえない」と述べて、錯誤の主張を認めなかった。

⑨さいたま地判平成27年⚓月23日判時2284号87頁
【事実】
遺言者Ａ（平成⚕年頃に全盲になった）は、Ｙが経営する養護盲老人ホームＢ園
に入居していた。Ａには、長女のＸと長男のＣがいる。Ｘは成年被後見人（平成19
年時点で最重度精神遅滞等と診断）であり、昭和62年⚓月に知的障害者支援施設に
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入所している。Ｃも統合失調症を発症しており、平成⚔年⚕月から入院中であっ
た。Ａの夫は平成⚒年に死亡している。Ａは平成12年⚖月に遺言作成を希望し、そ
の内容はＢ園の職員により書面に記載された（遺言骨子）。同年12月19日に、Ａは
公正証書遺言を作成した。その際Ａが希望する遺言の概略を述べ、上記遺言骨子は
公証人に送られている。本件遺言には、遺言者の葬儀費用及び納骨費用を控除した
遺産全部をＢ園に包括遺贈する、遺言執行者をＢ園とする記載のほか、付言事項と
して、長女Ｘと長男Ｃが、施設の生活や入院生活等で金銭を必要とする場合や死亡
した際の葬儀費用や納骨費用を、「私の寄付金から支出して頂くようＢ園園長にお
願いいたします。」という記載があった。Ａは平成22年⚘月14日に死亡した。Ａの
遺産から葬儀費用等を控除した残額約4082万円をＹは利得し、そのうち約2052万円
をＸはＹから受領した。
Ｘは、Ａの真意は遺産をＸとＣに 1/2 ずつ相続させ、Ｂ園園長がＡの預貯金等の

財産を管理することにあり、そのために上記の付言をした遺言を作成したのに、Ａ
は付言事項が法的拘束力のないものだと知らなかった、つまり遺産は全てＸとＣの
ために使われるものと誤信していたとして、錯誤に基づいて、Ｙに対して、公正証
書遺言の無効の確認を求め、Ｙが利得した約2029万円及び遅延利息の支払いを求め
た。同年12月にはＣも死亡し、ＸがＣの財産を相続している。
【判旨】
さいたま地裁熊谷支部は、およそ以下のように述べてＸの錯誤無効の主張を認め
た。「遺言は、遺言者の最終的な意思表示であり、しかも死後においては自らその
内容、動機等を説明することができないのであるから、錯誤の認定は慎重になされ
ることが必要であるところ、錯誤により遺言が無効とされる場合とは、当該遺言に
おける遺言者の真意が確定された上で、それについて遺言者に錯誤が存するととも
に、遺言者が遺言の内容となった事実についての真実を知っていたならば、かかる
遺言をしなかったといえることが必要である」（下線筆者）。遺言作成の時点でのＡ
の意思は、遺言骨子の内容やＡの心情（ＸＣの生活の心配をしていたことなど）等
からすれば、ＸとＣが施設生活や入院生活で金銭を必要とする場合には、確実にＹ
によりＡの所有金から支出し、またＡＸＣの死亡の際には葬儀を行ってもらい、残
額があればこれをＹに寄付するというものであり、これに照らせば、「ＸやＣに生活
費等が確実に支払われることがＡにとって極めて重要であって、少なくともＹが、Ｘ
とＣに対し生活費等を支払う法的義務を負わない（ＸやＣは、Ｙが支払を拒んだ場
合、生活費が必要であっても支払を強制して求めることができず、任意の履行を期
待できるにすぎない。）と認識していれば、本件遺言をしなかったと認められる」。
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⑩東京地判平成27年⚘月31日LEX/DB25532776
【事実】
遺言者Ａは、Ａの配偶者（昭和62年死亡）と同人の元婚姻相手との間の子である
Ｘを平成15年⚓月24日に養子にした。平成20年⚑月30日、公正証書遺言を作成し、
姉Ｂに現金1000万円を遺贈する、Ｃ（不詳）に現金500万円を遺贈する、姪Ｄに上
記以外の全財産を遺贈する旨の遺言を残した（遺言⚑）。翌年ＡはＤを養子にして
いるが、平成24年⚓月⚙日には離縁している。平成22年⚙月16日、公正証書により
遺言⚑のＣに関する部分を撤回した（遺言⚒）。平成23年⚖月22日に、公正証書に
より、遺言⚑及び遺言⚒をすべて撤回し、Y1 に江戸川区所在の⚔筆の土地及び江
戸川区所在の建物甲や預金・積金を遺贈する、Ｘに対して、江戸川区所在の建物乙
の共有持分 1/2 を相続させる等の遺言をした（遺言⚓）。その後、平成24年⚙月27
日、公正証書により、遺言⚓をすべて撤回する、Ｘに対して乙の共有持分 1/2 及び
Ｔ信金の預金・積金の 2/8 を相続させる、Y2 に対して、Ｔ信金の預金・積金の
2/8 を相続させる、Y3 に対してＴ信金の預金・積金の 1/8 を相続させる、そして
Y1 に対して、江戸川区所在の⚗筆（上記⚔筆含む）の土地及び甲など上記以外の
全財産を遺贈する旨の遺言を残した。以下の付言事項が記載されていた。「この遺
言で、Y1 さんに多くの財産を遺贈することにしたのは、頼ることのできる身寄り
がいない私を平成18年からの長きにわたり世話をし、支えとなってくれたことへの
感謝の気持ちからです。また、Y2 さんも、Y1 さんとともに私の食事の世話をして
くれました。ありがとうございました。Y3 さんは、ヘルパーというお仕事のこと
でありながら、平成21年から、誠実に、変わらぬ態度で従事してくれたことにとて
も感謝しております。/Ｘさんには、平成15年の養子縁組のこともあり、面倒をか
けるとの思いから現金を渡しました。Ｘさんに、私にはＸさんから世話を受ける権
利はないとの言葉を告げられて以来、心細く余生を過ごしておりましたところ、
Y1 さん、Y2 さん、Y3 さんという心強い後見人と養子を得ることができました。
私の、この⚓人への感謝の気持ちを了解し、私のこの遺言で、争いごとにならない
ことを希望します」。Y1 及び Y2 は夫婦でＡの家の近くで家電店を営んでおりＡの
病院への送り迎えや食事の世話をしていた。Y3 はヘルパーでＡの世話をしていた。
Y2 Y3 は平成24年⚓月⚙日にＡと養子縁組をしている。
Ｘは、遺言⚑の時点で自分を世話してくれる者がＢＣＤだけであると誤信してい
たため遺言⚑は無効である、また遺言⚔の時点で、自分の世話してくれる者が
Y1-3 だけであると誤信していたため遺言⚔は無効であるなどと主張して提訴した。
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【判旨】
東京地裁は、遺言⚑に関するＸの主張について「Ａが遺贈や養子縁組をした動機
が上記のような一義的で単純なものであったことを認めるに足りる証拠はないし、
仮にＡが上記のように考えて遺言や養子縁組をしたとしても、それがＡの誤信で
あったと認めるに足りる証拠もない。なお、Ｘ主張の錯誤は動機の錯誤というべき
ところ、そもそも、その錯誤について民法95条が適用される要件についての主張を
欠く」（下線筆者）と述べて、Ｘの請求はいずれも理由がないとして、錯誤の主張
を認めなかった22)。

⑪東京地判平成27年⚙月30日LEX/DB25531374
【事実】
遺言者Ａには、妻Ｂ、長男Ｙ、二男X1、X1 の双子の妹である長女X2 がいる。
Ｙは上級公務員として科学技術庁に就職しており、X1 は、商社に就職した後、昭
和63年日本共産党中央委員会付属社会科学研究所（社研）に転職した。X2 は生後
すぐに別の夫婦に引き取られ、その子として出生届が出されていたが、平成24年⚑
月25日、戸籍訂正の許可の審判が確定し、同年⚒月⚑日、X2 の父母がＡＢだと戸
籍が訂正された。
Ａは、兵庫県小野市で「東播産業」を経営して金物業を営んでいたが、Ａは、昭
和63年頃に、X1 に対して社研を辞めて東播産業を継ぐよう求めたが、拒否された。
平成⚓年頃、ＡはＹに東播産業を継ぐことを求め、Ｙは近々公務員を辞めて帰郷
し、継ぐことを申し出た。そこでＡは、平成⚓年12月⚘日に、「一．土地、家屋、
株、（中略）全財産の総ての 1/2 を妻のＢに相続させます。」（第⚑項）「二．Ａは長
男Ｙを遺言者の経営する東播産業（株）の後継者と定め、会社の株を含む後の 1/2
をＹに相続させます。」（下線筆者）（この部分を「本件遺言」という）という内容
の自筆証書遺言を作成した。Ａは、平成⚔年頃、ＹのためにＡ宅隣地に居宅を建築
したが、その後Ｙは、東播産業が赤字であることを知り、帰郷にはリスクがあると
考え、先延ばしにしていった（居宅は後に売却）。その後、Ａは病気を患い、会社
の業績も振るわなくなってきたため、Ｙの助言に従って、金物業の廃業を決め、平
成14年12月に、東播産業は金物業を廃業した。同社の以後の事業は、不動産の賃貸
のみとなった。平成17年⚙月、Ａは東京のＹ宅隣地に新居を建てて転居し、同年12

22) 遺言⚑の錯誤無効の可否と、遺言⚔のそれは同じではないはずだが、なぜか遺言⚑につ
いて判断されている。
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月14日に東播産業は本店所在地が東京都杉並区に変更された。なお、平成22年⚔月
12日、Ｙが同社の代表取締役に就任する旨の登記がされている。Ａは平成21年⚑月
⚗日に死亡した。
Ｘらは、Ｙには東播産業を継ぐ決意が出来ていなかったにも関わらず、その決意
ができたとＡが誤信して本件遺言を行い、この遺言の動機は本件遺言の「長男Ｙを
……後継者と定め」で明示されているので、Ａには動機に錯誤があったとして、Ｙ
に対して本件遺言の無効の確認を請求した。
【判旨】
東京地裁はまず、最判昭和58年⚓月18日家月36巻⚓号143頁を引用し遺言の解釈
の一般論を立言する。すなわち、「遺言の解釈に当たっては、遺言書の文言を形式
的に判断するだけではなく、遺言者の真意を探究すべきものであり、遺言書のうち
の特定の条項を解釈するに当たっても、その文言を形式的に解釈するだけでは十分
ではなく、当該条項と遺言書の全記載との関連、遺言書作成当時の事情及び遺言者
の置かれていた状況などを考慮して遺言者の真意を探究し、当該条項の趣旨を確定
すべきものである」。
次に、Ａは、Ｙが近々公務員を辞めて帰郷し、東播産業を継ぐと申し出たことか
ら、本件遺言をすることにしたのであって、Ｙが小野市で金物業を営む東播産業の
後継者になると信じたことが本件遺言の動機であったと認定している。そのうえ
で、Ｙには実際にそのつもりがあったと認められるため、Ａに動機の錯誤があった
ということは困難であると判断している。また、仮にＡにこの点につき動機の錯誤
があり、本件遺言上にこれが表示されていると考えたとしても、Ａには平成14年12
月の金物業廃業までには、Ｙが帰郷して金物業の東播産業を継がないことが明らか
になっていたにもかかわらず、本件遺言の書き換え等を行わず、東京への転居後も
維持していること、また、Ａは自宅の贈与や転居などの点でも一貫してＹを後継ぎ
として扱っていたとみることが出来ることから、「Ａのこうした本件遺言後の行動
に照らせば、Ａは、Ｙが小野市において金物業としての東播産業の後継者となる決
意をしたという思い違いがなかったならば本件遺言をしなかったとは認めることが
できない」（下線筆者）として、Ｘの錯誤無効の主張を認めなかった。

⑫東京地判平成28年12月⚗日判例秘書L07133714
【事実】
遺言者ＡにはＸ、Ｙの二人の子がいる。Ａの妻は平成20年⚒月⚘日に死亡してい
る。平成19年12月19日にＡＸ間でＸがＡに不動産購入資金4100万円を貸し付けたと
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する金銭消費貸借公正証書が作成された。Ａは、平成20年⚑月⚗日に土地建物（本
件不動産）を売買により取得し、同月10日、Ａは本件不動産を含むＡの一切の財産
をＸに相続させる旨及び他の相続人が遺留分減殺請求権を行使しない場合にはＸに
対する上記債務を含むＡの債務をすべてＸが弁済し他の相続人に負担をかけない旨
の公正証書遺言が作成された（本件遺言⚑）。その後、Ａは平成21年⚖月25日に認
知症の診断を受けた。平成22年12月20日、本件遺言⚑を撤回する旨の公正証書遺言
が作成された（本件遺言⚒）。平成24年⚙月⚑日、Ａは補助開始の審判を受けてＣ
（弁護士）が補助人に選任された。平成24年⚕月⚙日、Ａは、本件不動産を含むＡ
の一切の財産をＹに相続させる旨の公正証書遺言を作成した（本件遺言⚓）。Ａは、
平成24年に、Ｘに対して、上記の借入債務の不存在確認を求めて提訴したが、翌年
12月⚗日に敗訴が確定している。Ａは平成26年⚑月30日に死亡した。
Ｘは、ＹがＡにＸに対する誹謗中傷を吹き込み、ＡはＸがＡの了解のもと行って
いた預貯金引き出しを無断で行ったとの妄想を抱き、その結果、本件遺言⚒が作成
され、またアルツハイマー型認知症で判断力等が著しく衰えて、本件遺言⚑の経緯
等を理解できなくなったＡにＣが本件遺言⚓をさせたため、本件遺言⚒、⚓は錯誤
を理由に無効であると主張し、Ｘは土地建物を取得したとして、所有権移転登記手
続きを求めた。
【判旨】
東京地裁は以下のように述べてＸの錯誤無効の主張を認めなかった。「遺言が単
独行為であって、そのような遺言をした動機や経緯については、明確に表示されて
いない限り、事後に第三者がその真意を確定することは困難というべき」（下線筆
者）である。そして、Ａは「Ｙだけに借金が残ってしまうのはおかしい」等と述べ
ていたことから、Ｘが無断引き出しをしたか否かの誤解とは無関係に、遺言⚓をし
た可能性も指摘でき、その経緯に不自然不合理な点があったとも断定できないと述
べ、「本件遺言⚒や本件遺言⚓がされた直接的な動機、理由は、遺言そのものから
は明らかではなく、この点をもって、Ａのどのような経緯で本件遺言⚒や本件遺言
⚓をするに至ったかを明らかにできず、その経緯や動機に錯誤があったかどうかも
明らかではなく、仮にそのような錯誤23)があったとしても、これが各遺言の要素と
なったものと解し得ず、その錯誤をもって本件遺言⚒や本件遺言⚓が無効となると
解することはできない」（下線筆者）。

23) ｢そのような錯誤」というのはＸ主張の錯誤ということだろうか。仮にそうだと認定で
きるのであれば、要素の錯誤にはならないとは直ちには言えないと思われる。
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⑬東京地判平成29年⚓月⚙日判例秘書L07231420
【事実】
遺言者であるＡには、長男X1（平成23年11月に成年後見開始の審判を受け、妻
Ｃが後見人に選任されている）、長女Ｙ、二男X2 がいた。Ａの夫であるＢは平成
12年⚑月13日に死亡している。Ａには、東京都渋谷区の土地建物、千葉県流山市の
宅地や預貯金債権等の財産があった。
Ａは、以下の⚕つの遺言を残している。まず、平成20年⚔月⚙日に自身の財産の
すべてをX1 に相続させる旨の自筆証書遺言を作成した（遺言⚕。平成25年⚗月⚘
日検認）。次いで、平成22年⚓月⚓日に自筆証書遺言を作成し、Ａの所有する土地
建物は全部X1 に相続させる旨の遺言を残した（遺言⚔。平成25年⚗月⚘日検認）。
ところが、平成23年⚑月13日には、「親切に面倒見てくれ世話してくれた長女のＹ
に私の財産全部を相続させる」という自筆証書遺言を作成している（遺言⚓。平成
27年⚔月17日検認）。さらに、平成23年⚖月20日には、遺言⚓とほぼ同様の内容の
自筆証書遺言を作成し、「X2 家族 X1 家族を恨みます」という文言が加えられてい
る（遺言⚔。平成27年11月11日検認）。最終的にＡは、平成23年⚗月27日に、動産、
不動産、預貯金、その他一切の財産をＹに相続させる旨の公正証書遺言を残してい
る（遺言⚑）。遺言⚑にはおよそ以下のような内容の付言事項があった。㋐平成20
年10月に、X1 に請われて788万円を貸し付けたが、いまだ返済してもらえず、貸付
日の⚑か月後に、Ｃから「他人の親だから関係ない。面倒見ない。」と言われ、生
きる気力をなくした、㋑平成22年秋に、右目の視力がゼロになったが、Ｙを介し
てＣに面倒を見ることを断られたので、Ｙ宅に居住しながら治療を受け、その後、
視力が回復したためX2 宅に遊びに行ったら門前払いされ、警察に保護された。そ
の後、X2 夫婦とは一切音信不通である、㋒Ｂ存命中から同居するX1 家族やX2 家
族とは行き来が少なく、Ｙ夫婦だけが遊びに連れ出してくれた、㋓ 90歳の頃に、
X1 に施設入居を希望したが、無視され、Ｙが毎週⚑泊で手伝いに来てくれ、今も
世話になっているので、一切の財産は、最後まで面倒をみてくれるＹだけに相続さ
せたい、というものである。Ａは平成25年⚔月18日に死亡した。
X1 及び X2 は、ＹがＡの認知症による判断能力等の減退に乗じて虚偽を吹き込
み、Ａは事実に反することを真実と信じて遺言⚑を作成し、その動機は付言事項で
表示されているとして、動機の錯誤に基づく遺言⚑の無効を主張して、Ｙに対し
て、抹消登記の請求をした。
【判旨】
東京地裁は、遺言⚑の動機として「付言目録記載の内容が表示され、これが遺言
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に係る意思表示の内容になっているとみる余地がある」と認めつつも、以下のよう
に述べて、付言事項でＡが体験ないし認識したとされている内容は事実に反するも
のとは言えないとして、Ｘの錯誤無効の主張を認めなかった。
㋐について、平成22年⚘月13日付けでＡがX1 に贈与した旨のメモが存在する
が、同居していたX1 の要求に一時的に屈して当該メモを作成した可能性は否定で
きず、Ａの日記等に照らすとメモ内容がＡの真意かは疑わしい。また、Ａが返済を
免除する意思を翻意させたと見る余地も多分にある。従って、Ａが貸金を返済して
もらえないと述べている点が主要な点で事実に反するとは言えない。㋑についても
ＣがＡに対して消極的な言動をしていたことが認められ、主要な点において事実に
反するところがあったとは言い難い。㋒について、Ｘらは、X2 の二男Ｇの証言に
基づいて、ＹがＡをX2 宅に置き去りにしたと反証する。しかし、当該証言は「曖
昧な内容に終始する不合理なもの」であり、また当時精神的に追い詰められていた
ＹがＡの身の安全について何らの保証もない中でX2 宅にＡを放置することは容易
には想定し難い。Ｙは自身の息子ＦをしてＡをＧに託してX2 宅を辞去したと認め
られる。㋓については、平成22年10月31日以降については事実に反しないし、それ
以前の往来等は、遺言⚑をするにあたり、さして考慮に値しないものになったとみ
るのが相当である。「Ａについては面前の話し相手にやや迎合する傾向があったと
いう余地はあるものの、それが殊更虚偽を述べる程度にまで達していたとみるべき
事情は見当たらない」し、公証人によるＡの意思確認の状況も考え併せると、Ｙが
Ａの認知症による判断能力等の減退に乗じて虚偽を吹き込む旨をいうＸらの主張は
理由がない。

⑭東京地判平成29年⚖月14日判例秘書L07233059
【事実】
遺言者Ａには、三男であるＸ、二男であるＹがいる。Ａの妻Ｂ（平成13年11月⚗
日死亡）と長男（不詳）はすでに他界している。Ａは、平成14年⚓月22日におよそ
以下のような内容で公正証書遺言を作成した（遺言⚑）。Ｙには、千葉市中央区の
宅地及び当該土地上の⚔階建て建物並びにその土地建物内ある動産、千葉市若葉区
の山林及び当該土地上の⚒階建ての建物並びに当該土地建物内にある動産、預金
4000万円を、Ｘには、千葉市中央区の土地及び当該土地上の倉庫並びに当該土地建
物内の動産、千葉市若葉区の二つの宅地及びそれぞれの土地上の⚒階建ての建物並
びに当該土地建物内の動産、自動車、4000万円を除いた預金全部、その他一切の財
産を相続させるというものである。その後、平成20年⚑月15日に公正証書遺言によ
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り、遺言⚑のＸＹへの4000万円の部分を5000万円に修正していたが（遺言⚒）、平
成23年⚑月13日には公正証書遺言により遺言⚒を取り消して遺言⚑の内容に戻して
いる（遺言⚓）。その後、平成26年⚖月⚔日には公正証書遺言により従来の遺言す
べてを撤回し（遺言⚔）、平成26年⚗月30日に公正証書で、一切の財産をＹに相続
させる旨の遺言を作成し（遺言⚕）、付言として以下の点が記載されている。「Ｘの
相続分は無いものとする。Ｘには、マンションの購入資金や妻Ｂが他界した際に土
地を相続している。この金額で当人の遺留分相当額以上になるからである。／もし
私が遺言を残さずに死ぬと、老後ずっと面倒をかけていたＹ、Ｙの妻が困ることに
なるのではないかと考え、以上のような内容にしました。私の死後、Ｘが連絡を
取ってきたとしても、親の最後の提案を無視して遺留分の請求などすることは許し
ません。少しでも申し訳なかったと思っているのなら、Ｅ（筆者―おそらく長男）
のお墓にお参りしなさい」（下線筆者）。Ａは遺言⚔作成前の平成26年⚔月15日に肺
気腫等の理由で入院し、同年⚖月10日の退院後は医療法人に入所している（Ｘには
知らされていなかった）。この時点での介護認定は要介護⚓となる見込みであった。
同年⚗月⚗日にＸはＡ名義での遺産分割協議に関する書面を受けたが、拒否する旨
の返信書面を作成して、逆にＸに無断でＡを転居させたことや、Ａの通帳等がなく
なっていることなどの説明を求めている。平成26年11月⚙日にＡが死亡し、Ｙは遺言
⚕に基づきＡ所有の不動産につき共有者全員持分全部移転登記を行った。
Ｘは、Ｘが無断で1000万円を引き出し、Ａの見舞いに行かない親不孝者だとＹが
Ａに誤信させて遺言⚔、⚕を作成させ、また、付言事項のＸがマンション購入資金援
助を受けた点、Ｙ夫婦がＡの世話をした点に誤認があるとして、錯誤などに基づく
遺言⚔、⚕の無効の確認を求め、また所有権移転登記の抹消登記等を求めて訴えた。
【判旨】
東京地裁は、「遺言は単独行為であり、遺言者の死後においては遺言者が自らそ
の真意を説明することができないのであるから、第三者が事後的に遺言者の真意を
確定して遺言に錯誤があると認定することには慎重さが要求されるというべきであ
る」（下線筆者）と一般論を提示し、「Ｘが1000万円を亡Ａに無断で引き出し、また
Ｘが亡Ａのところへ見舞いに来ない親不孝者であると亡Ａが考え、これが亡Ａが遺
言⚔及び⚕の遺言をした動機になっていると認めるに足りる証拠はない」。「遺言⚕
の付言事項によって亡Ａが同遺言をした真意が明らかになっていると直ちに認める
こともできない上、上記認定事実によれば、Ｘが亡Ｂの相続の際に土地を取得して
いる事実については認められる上、ＹやＹの妻が亡Ａの世話をしていなかったとは
いえないのであるから、仮にＸがマンション購入時に資金援助を受けたとされる点
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に事実誤認があるとしても、これをもって、亡Ａがかかる事実誤認がなければ遺言
⚕をしなかったと認めることはできないというほかない」（下線筆者）と説示して、
Ｘの錯誤無効の主張を認めなかった。

⑮東京地判平成29年10月17日判例秘書L07230305
【事実】
遺言者Ａには、実子であり長男のX1 及び X1 と婚姻後にＡと養子縁組をした
X2、長女のＹがいる。Ａの夫Ｂは平成21年⚒月22日に死亡している。Ａは平成22
年10月26日にすべての財産をＹに相続させる旨の公正証書遺言を作成し、以下のよ
うな付言事項が記載されていた。「⚑ 私と亡夫Ｂは、長男のX1 が行く行くは親元
に戻り、私達の跡を継ぎ親の面倒を見てくれるものと考えていました。そのため、
亡夫Ｂはその財産の大半を長男X1 に相続させ、祖先の祭祀の主宰者に指定する遺
言を残しました。しかし、私は、夫Ｂが亡くなり、その財産の相続手続きをするう
ち、教育費にでも充てて欲しいと送金したお金で長男X1 が親に内緒でその嫁の実
家近くに自宅を購入して居住し、実の親元に戻る気がないことを知りました。私
は、本来なら親から財産を貰うことに感謝し、これまで育ててくれた実の親の面倒
を見るのが当然と思いますが、長男X1 にはその気がないことを知り、大変ショッ
クを受けました。そればかりか、現在、亡夫Ｂの財産の相続については、双方が弁
護士に依頼し交渉を継続しているものの、その交渉は思うように進まず、いつ解決
するか分かりません。現在のところ、お墓は、私が管理していますが、長女Ｙは他
家に嫁いだ身であり、祭祀財産の承継を頼むことはできません。そのため、長男
X1 は、亡夫Ｂの意思を尊重し、私亡き後は、先祖代々のお墓と仏壇などの祭祀財
産を守っていって下さい。/⚒ 以上のような夫Ｂが亡くなった後のその相続をめぐ
る経緯と、長男X1 のこれまでの言動や態度、及び亡夫Ｂの遺言では長女Ｙに対し
ては金融財産を相続させただけであることなどを考え、私の財産は、その全てを長
女に相続させることにしました」（下線筆者）。Ａは平成26年⚙月29日に死亡した。
X1 らは、ＹがＡをX1 から遠ざけ、Ｙの強い影響下にあったＡは、マインドコン
トロールを受けた状態にあり、ＹからX1 が親元に戻る気がないなどと繰り返し告
げられ、その旨の誤信をしていたとして、錯誤に基づいて遺言の無効の確認を求め
て訴えた。Ｙは②判決ⓑの理論を援用して、遺言作成の動機に錯誤があっても遺言
作成の意思さえあれば、遺言の成否に影響はない旨の反論をしている。
【判旨】
東京地裁は、「遺言者において、遺言の内容を決定する際に、その動機について
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客観的な事実関係の認識に誤りがある中で遺言書が作成されることはあり得るし、
その結果、誤った動機に基づいて意思表示がされることもあり得る。そうすると、
遺言においても、理論的には、錯誤無効ということもあり得るというべきである」
と述べ、「遺言者の死後、相続人において、遺言者の意思表示について錯誤無効を
主張できるかについては、これも必ずしも否定されるものではない」と認めつつ
も、以下のように判断して錯誤無効の主張を否定している。ⓐＡがＹにより意思
が抑圧された状態で当該遺言を作成した、ⓑＡに自由意思があっても、認識の誤
りによって当該遺言を作成した、という⚒点を論点とし、ⓐについては証拠から認
められないと判断し、ⓑについては「ＸらがＡに対し、直接否定的に受け取られる
ような内容の葉書（筆者―仕事を辞めて東京に戻ることは自身の人生の否定などと
記載）を送付していることに照らせば、そのようなＸらの態度が、Ａの認識すると
ころとなったことは容易に推認され、一方で、Ｘらは、本件遺言書作成時点で、親
元に戻って生活していたことを認めるに足りる証拠はないことに照らせば、Ａが、
本件遺言作成時に、Ｘらから面倒をみてもらえないかもしれないという認識を有し
ていたとしても、これを錯誤であるということはできない（なお、これは、Ｘらの
対応に客観的な問題があったということを示すものではなく、飽くまで、Ａがその
ように認識したとしても、錯誤の問題が生じないという意味にすぎないことを付言
しておく。）」（下線筆者）と説示した。

⑯東京地判平成29年12月26日判例秘書L07232538
【事実】
行政書士であった遺言者Ａは、18歳のころから双極性感情障害を発症し、平成15
年12月20日以降、死亡するまでの間通院治療を受けていた。平成25年⚒月15日、Ａ
はY2（行政書士。大学のゼミで知り合う。）に対して、求婚のメールを送り、Y2
は、結婚に応じる旨の返信をし、当時小学⚓年生の息子が自分でものが分かるよう
になるころまでには結婚しようという話が行われた。Y2 は、すぐに入籍しなかっ
たのは、子の年齢や⚒回の離婚歴があり慎重になっていたためだと述べている。そ
の後、Ａは、平成25年⚔月19日に、自身の一切の財産を、Y2 に包括遺贈する旨の
公正証書遺言を作成した。本件遺言では、Y1（行政書士）が遺言執行者とされて
いる。なお、事実認定によって、Ａは本件遺言当時、躁病相にあった可能性が認め
られているが、遺言能力の欠如までは認められていない。Ａは平成27年⚔月10日に
自宅の火災で死亡した。
Ａの唯一の相続人である姉Ｘ（Ａの隣に住んでいた）は、Y1 及び Y2 に対して、
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Ａは遺言作成当時Y2 にその意思がなかったにもかかわらず同人と婚姻できるもの
と誤信しており、その動機はY2 へのプロポーズによって表示されていたとして、
錯誤を理由に本件遺言の無効の確認を求めて訴えた。
【判旨】
東京地裁は、本件遺言について動機の錯誤が認められる前提として、「本件遺言
作成の動機が、客観的な状況に反していたといえる必要があるとともに、その動機
が客観的事実と異なることが必要である」が、本件の証拠に照らしても、Ａの本件
遺言作成の動機を明確に認定することは非常に困難であると述べ、「確かに、前記
認定の事実関係に照らせば、Ａの本件遺言作成の動機に、Y2 との婚姻の約束が
あったことが影響している可能性は否定できない。しかしながら、仮に、これを
もって本件遺言作成の動機といえるとしても、前記のとおり、Y2 が、本心として
はＡとの婚姻をする意思がなかったとの事実を認めることはできない」（下線筆者）
と述べて、Ｘの錯誤無効の主張を認めなかった。

⚒．裁判例の分析
⑴ 錯誤否定事例
⑨以外の裁判例で錯誤無効が否定されているが、その理由を大別する
と、㋐動機不表示型、㋑錯誤不存在型、㋒要素否定型に分けることがで
きる。㋐は、動機の錯誤が顧慮されるためには動機の表示が必要である
が、その表示が存在しないという理由で錯誤無効が否定されている類型で
ある。㋑は、錯誤援用者主張の錯誤を遺言者がしていたと認める証拠がな
いという理由で錯誤無効が否定されている類型である。㋒は、仮に錯誤が
あるとしても、その錯誤がなければ当該遺言をしなかったとは言えないと
いう理由で錯誤無効を否定している類型である。㋐㋑㋒のうちの複数に言
及する判決もあるが、一応、次の表のように分けることが出来る。
これを見ると、㋐の動機不表示型は、動機が表示されていない点を重視
していることは共通しているが、⑥⑫は一般論として動機を第三者が認識
できるようにするために動機の「明確な表示」が必要であることを明言し
て動機の不表示を問題としている一方で、①⑦は動機の表示がないので要
素の錯誤にはならないと述べるにとどまる。
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㋑の錯誤不存在型は数としては最も多い。この類型はさらに、㋑-1 錯
誤援用者主張の動機を検討の俎上に載せたうえで、その動機と事実は一致
しているという動機＝事実一致型（②④⑪⑬⑮⑯）、㋑-2 錯誤援用者主張の
動機を当該遺言の動機だとは認定できないという援用者主張動機否定型（⑤
⑩⑭）、㋑-3 動機を特に問題とせず錯誤援用者が主張する錯誤を認定する
証拠が認められないという単純錯誤否定型（③⑧）、に分けられる。㋑-2
については、援用者主張の動機を裏付ける証拠（遺言の付言事項での記載な
ど）が全く事実から読み取れず、㋐との境界が曖昧なものもある（⑩24)）。
㋒の要素否定型は、これだけが錯誤無効否定の理由として単独で用いら
れることはなく、補完的な役割しか果たしていない。確かに、㋑-1 では、
当該誤信がないこと及び当該誤信がなければ当該意思表示とは異なる意思
表示をしたとは認められないとして要素性と一体で判断しているものがあ
るが（④）、それ以外では、㋐の⑥⑫、㋑-1 の⑪、㋑-2 の⑤⑭のように、
仮に援用者主張の動機に錯誤があったとしても、遺言の無効を導かないと

24) ⑭も、Ｘが無断で金銭を引き出し、またＡのところへ見舞いに来ない親不孝者であると
Ａが誤信していたことを裏付ける直接の証拠は見られないが、付言事項の「少しでも申し
訳なかったと思っているのなら」という文言から、「親不孝者である」と思っていたこと
を基礎づけられなくもない。
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【否定例まとめ表】

㋐動機不
表示型

① ⑥(要素否定にも言及）⑦ ⑫(要素否定にも言及）

㋑錯誤不
存在型

㋑-1 動機＝事実一致型
② ④(要素否定と一体的）⑪(要素
否定にも言及）⑬ ⑮ ⑯

㋑-2 援用者主張動機否定型
⑤(要素否定にも言及）⑩ ⑭(要素
否定にも言及）

㋑-3 単純錯誤否定型 ③ ⑧

㋒要素否
定型

④ ⑤ ⑪ ⑫ ⑭ ※④以外は補完的に言及されている。



して補完的に要素否定に言及しているに過ぎない。
このような下級審判決について、遺言の錯誤無効は「厳格な基準」に
よって判断されている旨の指摘がある25)。しかしながら、判断基準が契約
と比べて厳格とは必ずしも言えないと思われる。確かに、②はⓑ部分で厳
格な基準が提示されているが、この事件で錯誤不存在という結論を出すの
に当該基準が有効に機能しているとは言えない。錯誤無効を否定する判決
の理由づけを仔細に見ると、遺言特有の基準が用いられているのではな
く、法理論としては錯誤論一般の基準が用いられている。㋐については、
動機の表示がなければ錯誤無効が認められないというのは、契約において
も同様であり26)、遺言特有の基準ではない。㋒も同様である。
㋑についても基本的に同じことが当てはまる。つまり、錯誤援用者の主
張する動機が事実と一致しているとか、それが動機であったと認定できる
証拠がないとか、錯誤をしていたと認める証拠がないといったことは、遺
言特有の問題ではない。これは法理論としての錯誤論の問題ではなく、事
実認定の問題である。実際に、契約においても錯誤が存在しないと判断さ
れる事例は複数見られる27)。もっとも、遺言の方が事例全体と比べて錯誤
不存在型の数が多いと言うことができる。そうだとすれば、事実上、遺言
においては錯誤無効が認定され難いと評価してもよさそうである。しかし、
この「遺言における錯誤の認定の難しさ」は、遺言の場合には表意者たる遺
言者がすでに死亡しているために、同人がどういう動機で遺言をしたのかを
証拠によって確定することが契約より困難であるという事実認定の問題に

25) 青竹・判批⚑（前掲脚注⚓）113頁、青竹・判批⚒（前掲脚注20）75-76頁。
26) 確かに、契約における錯誤では、動機の表示の有無を問題にせず錯誤無効を認めるもの
もあるが（最判平成14年⚗月11日判時1805号56頁など）、多くの判決は何らかの意味での
動機の表示を要求している（堀川信一「日本法における錯誤論の展開とその課題(四)」大
東70号（2018年）190頁以下参照）。また契約でも明示のみを要求する判決もある（脚注52
参照）。

27) 堀川信一「日本法における錯誤論の展開とその課題(三)」大東68号（2017年）214頁以
下（217頁）参照。
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還元されるのではなかろうか。そうだとすれば、基準が厳格なのでなく、
錯誤を根拠づける事実の認定が容易ではないという方がより適切であると
考えられる。別の見方をすれば、遺言者の動機を確定すること、及び当該
錯誤がなかったならば当該遺言をしなかったと言えることが証拠によって
立証できるならば、錯誤無効を認めて差し支えないということになろう。

⑵ 錯誤肯定事例
⑨の判決はそのような事例であったと言える。遺言骨子及び証拠により
確定できるＡの心情からＡの意思を確定し、実際、Ａの意思は付言事項と
して遺言に記載されていたが、付言には法的効力がなく、それを実現する
ことはできなかったため、Ａの意思と遺言内容とが異なっていることを理
由に錯誤無効を認めている。Ａの真意の解釈にあたり、遺言外の事情を考慮
して、付言事項記載内容の意味を明らかにしたものと解することができる。
ところで、ここでの錯誤は、いわゆる法律効果の錯誤と呼ばれる類型で

ある28)。これは動機の錯誤だろうか。ドイツ法では、法律効果の錯誤は原
則として顧慮されず、特定の要件のもとで内容の錯誤となることがあると
言われており29)、およそ以下のように区別される。表意者がその意思表示
に法律が結び付けている法律効果を錯誤している場合には、顧慮されない
動機の錯誤であり（ある者が売買契約を締結するが、給付に瑕疵があれば売主と
して担保責任を追及されることを知らない場合）、表意者が達成しようとした
法律効果が意思表示の構成要素である場合には、この法律効果の誤った観
念は内容錯誤である（被相続人が、実際には半血兄弟の子も法定相続人になるの
に、全血兄弟の子供だけが法定相続人になると誤解して法定相続が生じると遺言を

28) この分野に関するまとまった研究としては、浜上則雄「民法における法律の錯誤」森義
宣編集代表『法と政治の諸問題』（有斐閣、1962年）、上井長久「日本民法における法律の
錯誤」明治大学大学院紀要⚕巻（1967年）、班天可「意思表示における法律の錯誤」博士
論文、北海道大学（2014年）<https://dl.ndl.go.jp/pid/8951704/1/1>（2023年⚔月⚑日閲
覧）、大中有信「私法における法律の錯誤再訪」同法68巻⚗号（2017年）がある。

29) Wertenbruch, BGB AT, 3. Aufl, 2014, §12 Rn.10.
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残す場合（RGZ70, 391）)30)。
この基準によれば、Ａの錯誤は内容の錯誤ということになろう。では、
遺言における動機の錯誤は無効が認められる余地はないのだろうか。以下
では、個別の論点研究を通じて、その可能性を追求する。

⚓．個別の論点の研究
ここまでの検討で、下級審裁判例では錯誤無効が容易には認められてい
ないという実態が明らかになった。しかし、そこには共通する判断手法を
見出すことはできない。ここでは、⑴動機の表示、⑵動機の認定、⑶決
定的な動機、⑷真意性の確保、⑸ ｢相手方」の保護、という論点につい
て、上記裁判例をもとに論及し、遺言の動機錯誤がどのような要件のもと
で顧慮されるべきかを検討する。

⑴ 動機の表示
下級審判決には遺言の動機錯誤においても動機の遺言書での表示を要求
するものがある（①⑥⑦⑫）。相手方の存在しない遺言においてそもそも動
機の表示は必要なのだろうか、必要であるとしてその意味は那辺にあるの
かが問われなければならない。
錯誤論一般においては動機の錯誤が顧慮されるために95条において付加
的要件として動機の表示が必要とされていることは衆目の一致するところ
であり、現行95条⚒項では明文化されている。最上級審判決によれば、動
機は表示されるだけでは顧慮要件として不十分で、意思解釈上、法律行為
の内容になっていることが必要である31)。もっとも、この判決を含め、同
様の見解が示されている最上級審判決はすべて契約に関するものであり、

30) Arnold in : Erman, BGB, 16. Aufl., 2020, §119 Rn.28f. その他、Neuner, AT des BGB,
12. Aufl, 2020, §41 Rn.89 ; MüKoBGB/Armbrüster, 9. Aufl. 2021, BGB §119 Rn.90 ;
Brox/Walker, AT des BGB, 46. Aufl, 2022, §18 Rn.18 ; Köhler, BGB AT, 46. Aufl, 2022,
§7 Rn.24 ; Leipold, BGBⅠ, 10. Aufl, 2022 §18 Rn.22 も同様。

31) 最判平成28年⚑月12日民集70巻⚑号⚑頁。
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遺言に関するものは存在しない。また、動機が法律行為の内容になる、と
いうことの法的意味も判例では詳らかにはされていない。
学説では、動機錯誤が顧慮されるために動機の表示が必要とされる理由
は、通常は表意者の動機を知りえない相手方に不測の損害を被らせないため
であると説明されている32)。また、動機が表示されるだけでなく法律行為の
内容にもなっていなければならない理由は、情報収集を怠った表意者が負担
すべき現実の事実に関するリスクを合意の内容にすることではじめて相手方
に転嫁すること（つまり、意思表示の無効）が正当化されると説明されてい
る33)。これらの考え方によれば、動機の表示ないしその法律行為内容化とい
う付加的要件は、詮ずるところ、相手方の保護のためにあると言ってよい。
ところが、上記のように、単独行為である遺言においては「相手方」と
いうものは存在しない。そうだとすると、動機の表示を問題にすることな
く、遺言者の動機に事実との不一致があり、それが錯誤の重要性要件（主
観的因果関係と客観的重要性34)）を満たせば、錯誤無効を認定してもよいと
考えることもできる。では、表示を不要と考えることは妥当だろうか。
この点、遺言の錯誤の特別規定を有するドイツ民法が参考となる。すな
わち、BGB2078条［錯誤または強迫に基づく取消］は、「⑴終意処分は、
被相続人が表示の内容につき錯誤に陥っていたか、当該内容の表示を全く
なすつもりがなかった場合で、かつ同人が事態を知っていたならば当該表
示をなさなかったであろうと認められ得る場合に限り、取り消すことがで
きる。⑵第⚑項は、被相続人が、ある事情の発生または不発生を誤って
想定もしくは期待することによって、または違法な強迫によって、当該処
分をすることを決定した場合にも適用される。⑶ 122条［取消者の損害賠
償義務］の規定は適用されない。」と規律している35)。第⚑項で表示行為

32) 我妻（前掲脚注17）297頁。
33) 山本敬三「『動機の錯誤』に関する判例の状況と民法改正の方向（下）」NBL1025号
（2014年）44頁など。
34) 四宮＝能見（前掲脚注17）255頁。大判大正⚓年12月15日民録20輯1101頁。
35) ドイツ相続法研究会「遺言（二）――西ドイツ相続法注解⚒――」民商103巻⚕ →
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の錯誤と内容の錯誤、第⚒項で動機の錯誤（将来事情の錯誤含む）が同一の
要件のもとに規律されているが、主観的因果関係だけが要求されており、
条文上は動機の表示は要求されていない36)。もちろん、動機の表示が相手
方の保護のために必要とされるのであれば、相手方のいない遺言では不要
であると考えることもできる。実際、ドイツでは一般的に遺言での動機の
表示は必須ではないし、証明手段も限定はないとされる37)。しかし、遺言
における動機の錯誤が顧慮されるために因果関係を重視し、なおかつ動機
の表示は不要だと解すると、容易に無効が認められてしまうおそれがあ
る。そこで、遺言者の動機の錯誤と意思表示（遺言）との間の因果関係を
明確にするための法的手段として動機の表示が必要であると解することが
できる。動機は、処分それ自体に現れている必要はないが、表示されてい
たら、それは決定的動機として推定される38)。この表示された動機を決定
的だとみる考え方は、ドイツの学説・判例でも支持されている39)。
⑥で「動機については、明確に表示されていない限り、事後に第三者が
その真意を確定することは困難であるといわざるを得ない」と述べている
点はこの文脈で理解することができる（⑫も同様）。上記で述べた立証困難
という遺言特有の事情にもこれでもって対応できる。従って、解釈論とし

→ 号（1991年）149頁［松倉耕作］に注解がある。
36) ドイツ民法第一草案では動機の表示要件が規律されていたが、動機が表示されていなく
ても顧慮する必要がある場合が存在することなどを理由に、第二委員会で条文から落ちて
いる（中谷崇「ドイツ民法典における遺言錯誤規定の生成（⚓・完）」立命385号（2019
年）391-395頁）。

37) MüKoBGB/Leipold, 9. Aufl. 2022, BGB §2078 Rn.38, 67. もっとも、ドイツでは取消権
者に当たるか否かも論点であり（BGB2080条［取消権者］）、これによっても錯誤の主張
が制限されている側面がある（中谷・遺言の錯誤（前掲脚注15）349頁）。なお、わが国で
は、村田彰「判批」志林93巻⚔号（1996年）144頁は動機の表示を不要だと解する。

38) BGH NJW 1965, 584 ; BGH NJW-RR1987, 1412. 中谷・遺言の錯誤（前掲脚注15）337頁
参照。

39) MüKoBGB/Leipold, 9. Aufl. 2022, BGB §2078 Rn.38. ちなみに、オランダ民法典でも、
動機錯誤に基づく死因処分の取消には表示が遺言書に現れていることが要求されている
（BW4：43条⚒項）。
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ては、少なくとも遺言においては因果関係を明確にする要件として動機の
表示、それも明示が必要だというべきであろう。また、現行95条⚒項所定
の表示要件もかかる役割・機能のもとで理解できる。

⑵ 動機の認定
次に問題になるのは、何をもって遺言者の動機とみるかである。下級審
裁判例の中には、付言事項記載の内容を遺言者の動機だと認めたうえで錯
誤はないとする判決（②⑤⑬⑮）、援用者主張の動機とは別に遺言以外の証
拠から動機を認定している判決がある（④⑪⑯）。これに対して、付言事項
記載の内容を直ちに動機とは認めない判決や（⑥⑭）、遺言者の動機を特
に認定しないものがある（③⑧⑩）。特に付言事項の扱いをめぐっては対応
が対立している。以下では、まず、動機の表示の法的性質を検討し、次い
で、どのように動機を認定すればよいのかを検討する。
動機の表示が「意思表示」であるかに関しては争いがある。戦前の大審
院判決の中には、動機が表示され効果意思の内容になっている必要があると
述べて動機の表示を意思表示だと考えていると評価できるものがあるが40)、
戦後の最上級審判決では、管見の限り、動機の表示の法的性質を明言した
ものは存在しない。学説では、意思表示であるという見解と事実行為であ
るという見解があると言われている41)。前者の見解を採用する場合、特定
の性質を持つ合意（売買契約における目的物の性質保証の合意など）だと性質
決定されるならば、錯誤の問題とはならないという見解があることから、
当該意思表示によって形成された合意は、性質決定されていない合意であ

40) 大判大正⚘年12月16日民録25輯2316頁。これは、ドイツ民法の影響を受けて内容の錯誤
の拡大をして動機の錯誤も顧慮するという当時の通説的見解と一致する。ただし、このよ
うに解すると、錯誤を意思と表示の不一致（意思欠缺）ととらえる見解とは整合しない
（谷田貝三郎「錯誤と動機」『民法演習Ⅰ』（有斐閣、1958年）137頁）。
41) 潮見佳男『民法（債権関係）改正法の概要』（きんざい、2017年）9-10頁参照。もっと
も、堀川信一「民法（債権関係）改正法案における動機錯誤規定について」大東文化大学
法学研究所報36号（2016年）24頁以下はこのような見方に異論を提起している。
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ると言われている42)。
意思表示における効果意思の内容を「法律が、その表意者が欲した事実
上の効果を法律的効果として、その達成に助力するような内容をもったも
の」であるとの考え方に立つ場合43)、動機の表示は、法律行為上の義務を
生じさせるには至らないものもあるので、その動機が事実に反するならば
当該法律行為に拘束されないという効果を意欲するものでなければならな
いはずだが、それが法律行為の内容になっているならば条件との差が生じ
ないので44)、意思表示だと考えることは妥当ではない。他方で、錯誤無効
という法律効果の発生にとって動機の表示、延いては動機の法律行為内容
化を必須の行為であるとするならば、単なる事実行為であると評価するこ
とも妥当ではない。そうだとすると、動機錯誤が顧慮されるや否やという
文脈では、動機の表示は、準法律行為（法律的行為）、特に観念の通知45)に
類するものだと考えるべきだろう。
いずれにせよ、動機の表示が表意者の意思の介在する行為である以上、
動機の表示を解釈するにあたっては、意思表示の解釈手法が手がかりとな
る46)。
遺言における動機の表示はどのように認定されるべきか。契約における
動機の錯誤では、動機の表示は明示でも黙示でもよいという立場が、判
例47)及び学説48)において、支配的である。動機の明示と黙示の違いが那辺

42) 佐久間毅『民法の基礎⚑総則［第⚓版］』（有斐閣、2008年）162頁。なお、佐久間説は、
内容化重視説を支持する立場から合意原因論を支持する立場に代わっている（佐久間毅
「保証と錯誤」司研128号（2018年））。
43) 我妻（前掲脚注17）241頁。
44) それは既成の解除条件と法的には評価されるべきである。
45) 川島武宜＝平井宜雄編『新版注釈民法（3）総則（3）』（有斐閣、2003年）45頁［平井宜
雄］参照。

46) 法律行為の規定は性質の許す限り準法律行為にも類推適用されるとの見解（川島＝平井
編（前掲脚注45）46頁［平井宜雄］）からも、このことは根拠づけられよう。

47) 大判大正⚓年12月15日民録20輯1101頁、最判平成元年⚙月14日家月41巻11号75頁など。
48) 富井政章『民法原論第一巻 総論（訂正第八版）』（有斐閣、1909年）368-369頁など多
くの学説で支持されている。
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にあるのかは、判例で明確に説示するものはなく、学説においても詳らか
にされてはいない。この点につき、意思表示における明示と黙示の考え方
を援用することが許されよう。すなわち、明示と黙示の差は表示価値の大
小という相対的なものであるため、黙示であっても、意思表示としての価
値（表示価値）があれば意思表示として認められるべきであるが49)、言語
による表示行為である明示の方が、自然、明確であり表示価値が大きいと
指摘されている50)。この理は、錯誤における動機の表示においても異なる
ところはないと言わなければならない51)。なお、動機の表示を意思表示だ
と解する場合には、当然にこの考え方が当てはまる。
下級審判決の中には、錯誤無効の可否を判断するにあたり、動機の明示
のみを要求するものがある一方で52)、黙示のみを要求する判決というもの
は、管見の限り、存在しない。また、最上級審の判決においても動機の表示
が明示されている必要性があることを示唆するものがある。「債務者が反社
会的勢力であることが事後的に判明する場合が生じ得ることを想定でき、そ
の場合に上告人が保証債務を履行しないこととするのであれば、その旨をあ
らかじめ定めるなどの対応を採ることも可能であった。それにもかかわら
ず、本件基本契約及び本件各保証契約等にその場合の取扱いについての定め
が置かれていないことからすると、主債務者が反社会的勢力でないというこ
とについては、この点に誤認があったことが事後的に判明した場合に本件各
保証契約の効力を否定することまでを被上告人及び上告人の双方が前提とし
ていたとはいえない53)」（下線筆者）。この事件では、原告・被告ともに主た

49) 我妻（前掲脚注17）239-240頁。
50) 司法研修所編『増補 民事訴訟における要件事実［第⚑巻］』（法曹会、1985年）37-38
頁。滝沢昌彦「口頭証拠法則をめぐって――意思表示の成立の問題に寄せて――」一法⚓
巻⚑号（2004年）82頁も、口頭の発言よりも書面化されているものの方が「意思の強さ」
が上であると述べている。

51) 賀集唱「契約の成否・解釈と証書の証明力」民商60巻⚒号（1969年）30頁参照。
52) 東京地判平成⚗年12月22日判タ926号220頁など。
53) 最判平成28年⚑月12日民集70巻⚑号⚑頁。
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る債務者が反社会的勢力でないということを前提にしていたが、表示された
動機が、意思解釈上、法律行為の内容になり、意思表示の効力を否定するに
は、動機の明示（書面での表示）が必要であることを示唆している。
以上のように、動機の錯誤に基づく無効が認められるための動機の表示
は、黙示でも構わないが、明示がある場合には、後者が優先し、黙示は明
示がない場合の補完的役割にとどまると解するべきである。そして、動機
の明示が黙示に優先するということは、判例においても――無意識的にで
あれ――前提とされてきたものと考えることができる。
このように考えると、書面化されている等、動機が明示されている場合
には、原則として、それを表意者の動機だと考えるべきである。この理は
要式性が重視される遺言においては一層妥当する（960条参照）。すなわち、
遺言の要式性は遺言者の真意を確保する役割を果たし54)、「遺言作成時に
おいて他人による遺言の修正・変造を防止して遺言の自由を保障する役割
を持つだけではなく、解釈との関係では、解釈を限界づけて遺言の実質的
修正を防ぐ役割」を担っている55)。
公正証書遺言においては、遺言者の動機は、付言事項においても表示さ
れる56)。確かに、付言事項には法的効果はないが、遺言者の「最終的な意
思や気持ち」の表明であることに変わりはなく57)、しかもそれが一定の法
的手続きに従って公証人によって作成される以上、その動機としての表示
価値は大きいと言わなければならない58)。また、付言事項に「ＡがＢの面

54) 加藤永一「遺言の要式性」山畠正男＝泉久雄編『演習民法（相続）』（青林書院、1985
年）268頁、板梨喬「判批」判タ1096号（2002年）110頁。

55) 浦野由紀子「遺言の解釈」久貴忠彦編『遺言と遺留分 第⚑巻 遺言［第⚓版］』（日本評
論社、2020年）359頁。

56) 小瀬保郎「公正証書遺言の実態と問題点」久貴忠彦編『遺言と遺留分 第⚑巻 遺言［第
⚓版］』（日本評論社、2020年）169頁参照

57) 雨宮則夫＝寺尾洋編著『Q&A遺言・信託・任意後見の実務』（日本加除出版、2018年）
206頁［佃浩一］。

58) 反証があるまで完全な証明力を有する（𠮷𠮷井直昭編『公正証書・認証の法律相談［第⚔
版］』（青林書院、2013年）14頁［𠮷𠮷井直昭］）。ただし、後述のように、公正証書遺言にお →
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倒をみないときは法定相続の割合から廃除する」などと記載すると、解除条
件と解される余地があることを考えると59)、全く法的に考慮に値しないと考
えることは妥当ではない。自筆証書遺言を入れた封筒への記載（停止条件）

と遺言書本文との一体性が認められている事例60)があることを考えると、な
おさらである。このように考えれば、結論は変わらないにしても、⑩は付
言事項記載内容が動機であると認定した方が適切であったと考えられる。
ここで問題になるのは⑥である。同判決は、遺言の動機を一義的に認定
するのは適当ではないこと（ⓑ）、付言は法律上の権利関係を画するもので
はないこと（ⓒ）から、付言事項で明示された動機の重要性を否定する。
しかし、動機が多様であることは契約においても同様であるにもかかわら
ず61)、最上級審の判決においては明示または黙示された動機を手掛かりに
錯誤無効が認められることは否定されていない62)。また、契約における動
機の表示であっても、必ずしも法律上の権利関係を画するわけではない63)。
以上からすれば、⑥の当該説示部分は妥当ではないと言える64)。
従って、動機の認定に当たりまずは付言事項を含む遺言書の内容を検証
しなければならない。確かに、遺言の解釈にあたっては、遺言者の真意を尊

→ いてもこの付言事項で表示された動機の真正が確保されているかは別の問題である（Ⅱ⚓
⑷）。

59) 雨宮＝寺尾編著（前掲脚注57）211頁［佃浩一］。
60) 東京高判令和⚒年⚗月13日判時2485号36頁。
61) たとえば、財産分与契約の際の考慮事情として、「夫婦間の公平」、「子供の養育」、「財
産形成へのお互いの貢献度」、「お互いの資産」、「お互いの健康状態」、「お互いの就業能
力」、「お互いの年齢」があることが挙げられている（棚村政行「協議離婚制度に関する調
査結果の概要とその法的分析」家庭の法と裁判34号（2021年）10頁）。

62) 最判平成元年⚙月14日家月41巻11号75頁。差戻審では財産分与契約の錯誤無効が認めら
れている（平成⚓年⚓月14日判時1387号62頁）。

63) たとえば、最判平成元年⚙月14日判決の差戻審（前掲脚注62）では、表意者が自己に課
税されないこと、を当然の前提とし、かつその旨を黙示的に表示していたと認定された
が、この「表示」単独で何か法律上の権利関係を画するわけではない。

64) ただし、⑥の結論が直ちに不当であるということにはならない。付言事項で述べられた
動機のうち、どの動機が決定的であったか検討することによって同様の結論を導くことは
可能である。決定的動機については後述（Ⅱ⚓⑶）。
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重すべきだという理解が一般的であり65)、真意の探求に際しては、「遺言書
の文言を形式的に判断するだけではなく、遺言者の真意を探求すべき」であ
り、遺言書以外の諸事情も資料として用いることが認められている66)（⑪も
言及している）。しかし、最上級審の判決でも「遺言書の記載自体から遺言者
の意思が合理的に解釈し得る本件においては、遺言書に表われていない……
事情をもって、遺言の意思解釈の根拠とすることは許されないといわなけれ
ばならない。」と説示するものがある67)。この判決に対する評釈でも、無制
限に遺言外の事情を援用することは許されない旨が指摘されている68)。遺言
外の事情を無制限に考慮すべきではないという見解は学説でも支配的であ
り、通説と評価されている69)。特に遺言が要式行為である点が重視されて、
遺言の文言から全くかけ離れた解釈は許されないと解されている70)。
このような点からすれば、遺言に全く動機が表示されていない場合には
動機の認定は当該遺言の動機を明示している物証でもない限り認定すべき
ではないことはもちろんであるし、動機が表示されている場合には遺言書
以外の事情に基づいて遺言者の動機を認定することは、遺言書に書かれて
いる動機が信頼に足らない（虚偽であるなど）ことが証拠により確定できる

65) この点を指摘する文献は枚挙にいとまがないが、さしあたり浦野・遺言の解釈（前掲脚
注55）356頁。

66) 最判昭和58年⚓月18日家月36巻⚓号143頁。
67) 最判平成13年⚓月13日家月53巻⚙号34頁。
68) 浦野由紀子「判批」民商125巻⚔･⚕号（2002年）616-617頁。
69) 中川善之助＝加藤永一編『新版注釈民法（28）相続（3）［補訂版］』（有斐閣、1988年）
51頁［加藤永一］、蕪山ほか（前掲脚注⚕）11頁［蕪山嚴］。

70) 来栖三郎「遺言の解釈」民商78巻⚕号（1978年）576頁、泉ほか・講義（前掲脚注⚔）
310頁［泉久雄］、泉久雄「遺言の解釈」法教⚕号（1981年）80頁、中川＝加藤編（前掲脚
注69）51頁［加藤永一］、伊藤昌司「判批」判タ439号（1981年）164頁、千葉恵美子「錯
誤、詐欺・強迫による遺言――その効力と無効・取消を主張できるものの範囲」名法227
号（2008年）282頁、浦野由紀子「遺言の解釈」大村敦志＝沖野眞己編『民法判例百選Ⅲ
親族・相続［第⚓版］』（有斐閣、2023年）179頁、浦野・遺言の解釈（前掲脚注55）
358-359頁、常岡史子『家族法』（新世社、2020年）470頁、潮見佳男『詳解相続法［第⚒
版］』（弘文堂、2022年）472頁。
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など、極めて例外的な場合でなければならないだろう。なお、⑤のように
遺言に複数の動機が書かれている場合には、いずれが決定的な動機である
か確定するために遺言外の事情を考慮することが許されよう。

⑶ 決定的な動機
下級審判決の中には、遺言者がすでに死亡していることを重視して錯誤
無効に消極的な判決がある（②③⑤⑨⑭）。②はこれを一般論として述べて
おり、その内容は、遺言は最終意思であり、遺言者は死後に遺言の内容や
動機等を説明できないから、無効には慎重でなければならない（ⓐ部分）、
動機が確定されても、当該動機の錯誤がなければ当該遺言をしなかった
と、誰もが考えるような限定的な場合でなければならない（ⓑ部分）、とい
う点に集約できる。
ⓐ部分については、確かに、契約における錯誤とは異なり、遺言におい
ては表意者ではない者が遺言の錯誤無効を主張するため、その認定は慎重
である必要がある。しかし、これは上記で論じたように立証の問題である。
ⓑ部分については、いわゆる客観的重要性をどう考えるかの問題となろ
う。上記のようにドイツ民法では、確かにBGB2078条［錯誤または強迫
に基づく取消］に従って、主観的因果関係（当該動機の錯誤がなければ当該
遺言をしなかったかどうか）のみが要件として規定されている。これは、遺
言自由を考慮して、遺言者の主観的思考法や物の見方を重視すべきだと考
えられているからである71)。しかし、そこでの遺言者の動機は何でもよい
わけではなく、遺言の単なる原因では足りず、当該遺言をすることを決定
づけた意思表示にとって決定的なものでなければならないと言われてい

71) MüKoBGB/Leipold, 9. Aufl. 2022, BGB §2078 Rn.25. 客観的要件が不要とされた理由
は、おそらく終意処分における被相続人の真の意思（錯誤がなければ当該遺言をしなかっ
たであろう意思）の尊重、相手方の不存在、という事情が考慮されたからだと推測される
（中谷・生成（⚓・完）（前掲脚注36）394頁脚注213）。もっとも、学説では、被相続人が
思慮分別もってその場合を評価したならば、意思表示をしなかったか否かを考慮すること
は許されると指摘されている（MüKoBGB/Leipold, a.a.O）。
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る72)。確かに、紛争時点で表意者が死亡している遺言の動機錯誤において
は、その動機の立証は通常は容易ではない。しかし、遺言者の動機が遺言
書で明示されているのであれば、これを基準に当該動機が決定的かどうか
を判断することが可能となり、またその必要がある。これは②が述べる錯
誤の認定は慎重でなければならないという要請や錯誤無効が限定的でなけ
ればならないという要請と両立するものである。従って、客観的重要性は
不要であると考える73)。実際、⑨（動機の錯誤の事例ではないが）は客観的
重要性を不要と解しているように読める。
証拠によって遺言者の決定的な動機が認定でき、それが事実に反するの
であれば、むしろ無効を認めない方が遺言者の意思に反すると言えよう。
たとえば、ドイツでは次のような見解がみられる。Otte によれば、取消
は、確かに、遺言で明らかになっていない被相続人の意思を有効にするの
ではないが、被相続人の意思とは異なっている処分を除去する限りで、や
はりその被相続人の意思に配慮している、と言われている74)。また、
Leipold は、およそ次のように述べて，遺言者が意思欠缺や誤観念に基づ
いてなされた遺言は正当化されないと言う。すなわち、遺言は、原則とし
て、内容の審査がされずに、被相続人の私的自治による決定への信頼に基
づいて有効となる。それは、被相続人の私的自治による決定が遺言の有効
性に十分な正当性の保証を与えるためである。しかし、被相続人の意思が
当該処分を担っていない場合または意思形成が決定的な点で誤った観念に
基づいている場合には、当該処分が内容において正当化されているという
点を基礎とすることはできない75)。

72) BGH NJW-RR1987、1412など。中谷・遺言の錯誤（前掲脚注15）336頁、337頁脚注
29、356頁以下参照。

73) 村田（前掲脚注37）143頁も同旨。
74) Staudinger / Otte (2019), BGB §2078, Rn.8. 千葉（前掲脚注70）277-278頁。
75) MüKoBGB/Leipold, 9. Aufl. 2022, BGB §2078 Rn.2. 浦野由紀子「遺言の補充的解釈
（一）」民商115巻⚑号（1996年）46頁参照。ここでは、Schmidt-Rimpler の見解を援用し
て、取消可能性の内的な理由を当該処分の正当性の保証の欠如に見いだし、これで →
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確かに、②が述べるように、遺言者は死後その動機等を説明できない。
しかし、表意者が生存している契約の場合であっても、表意者が――意図
的であれ無意識であれ――本当のことを述べるとは限らないのだから、表
意者が主張した錯誤が無条件に認定されることはない。結局のところ、裁
判においては、要素の錯誤があったことや動機の表示が行われたことが
「証拠によって」立証されなければならないことは契約でも同様である76)。
従って、遺言においては、「民法の定める方式に即して表示された確定可
能な意思のみが生者の世界で尊重されるに値する。そうでないものは、生
者の世界をいたずらに乱さないように、死者とともに埋められても仕方が
ない。」との割り切りは合理性があろう77)。

⑷ 真意性の確保
下級審裁判例で錯誤無効の可否が争われている遺言の種類はほとんどが
公正証書遺言である（自筆証書遺言が争いの対象となったのは⑧⑪のみ）。⑥
は、公正証書遺言であるから遺言者の真意に基づくことなく遺言を行った
とは考え難いとして、その真意性が確保されている旨を指摘する78)。しか
し、これも注意深く検討する必要がある。
確かに公証人は、違法・無効な公正証書の作成を避けるため、証書の作
成にあたって、嘱託人らの陳述等について審査する権限を有し、その範囲
は法律行為の実体法上の有効性に及ぶと言われている79)。しかし、最上級
審判決によれば「法律行為の法令違反、無効及び無能力による取消し等の
事由が存在することについて具体的な疑いが生じた場合に限って嘱託人な

→ もって、遺言の表示錯誤も動機錯誤も統一的な考え方に還元することができる、という立
場が支持されている。Schmidt-Rimpler の見解については、玉田弘毅「シュミット＝リ
ンプラア教授の行為基礎理論について」法論30巻⚓号（1957年）参照。

76) 大江忠『要件事実民法［第⚔版］』（第一法規、2016年）322頁参照。
77) 伊藤昌司『相続法』（有斐閣、2002年）85-86頁。
78) 青竹・判批⚑（前掲脚注⚓）113頁もその旨指摘する。
79) 雨宮＝寺尾編著（前掲脚注57）⚙頁［持本健司］。
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どの関係人に対して必要な説明を促すなどの調査をすべきものであって、
そのような具体的な疑いがない場合についてまで関係人に説明を求めるな
どの積極的な調査をすべき義務を負うものではないと解するのが相当であ
る」としてその限界が画されている80)。従って、公証人は具体的な疑いが
生じない限り、遺言者の動機が事実と一致しているか否かまで積極的に調
査をするわけではない。そうであるならば、公正証書遺言であっても付言
事項で表示された動機の真実性まで担保されるわけではないため、動機の
錯誤に基づいて無効だと判断されるべき場合は十分に考えられる。実際に
⑨では公正証書遺言の錯誤無効が認められている。また、ドイツでも最上
級審の判決において公正証書遺言であっても錯誤による意思表示の効力否
定（取消）があり得ることが認められている81)。
ここで「真意」という用語について整理しておこう。「真意」の意味は
多義的である82)。つまり、「真意」には、㋐遺言者が実際に有した主観的
意思、㋑㋐が認定できない場合に裁判所の規範的判断によって確定され
る表示の意味、㋒仮定的な遺言者意思、があることが指摘されている。
このうち、通常、遺言の解釈において「真意」と言われているものは㋐な
いし㋑である。講学上、「表示行為の錯誤」（効果意思と表示行為の不一致83)）

と呼ばれる錯誤は、この意味の「真意」の解釈の問題として処理されるこ
とがある84)。他方で、遺言における動機の錯誤では、㋒が問題になる。
従って、㋐ないし㋑が確定されたとしても、㋒しだいでは、錯誤による意
思表示の無効が認められることになる85)。つまり、公正証書遺言であって

80) 最判平成⚙年⚙月⚔日民集51巻⚘号3718頁。なお、𠮷𠮷井（前掲脚注58）15頁［𠮷𠮷井直
昭］は、陳述内容の真否まで公正証書の完全な証拠力が及ばない旨指摘する。

81) BGH NJW 1985, 2025. 中谷・遺言の錯誤（前掲脚注15）347頁参照。
82) 浦野・遺言の解釈（前掲脚注55）356頁。
83) 四宮＝能見（前掲脚注17）247頁参照。
84) 高木多喜男「遺言の解釈」川井健ほか編『講座・現代家族法 第⚖巻』（日本評論社、
1992年）103頁、泉ほか・講義（前掲脚注⚔）313頁［泉久雄］。

85) 阿部徹「遺言の解釈と要式性の調和」加藤一郎＝米倉明編『民法の争点Ⅰ（総則・物
権・親族・相続）』（有斐閣、1985年）251頁。
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も確保されている真意は、㋐ないし㋑の意味でのものであり、必ずしも㋒
の意味での真意にまで及んではいない。そうであるならば、公正証書遺言
であっても、動機の錯誤無効が直ちに否定されることにはならない。
もちろん、遺言において動機の錯誤が問題になる場合には、補充的解釈
が錯誤の問題に先行するため86)、遺言を無効とするのではなく、遺言者の
仮定的意思を有効にすることも考えられる。この仮定的意思（㋒）の探求
に当たっては、いわゆる補充的解釈が用いられることが指摘されてい
る87)。補充的解釈は、遺言者の誤った事実認識などにより、遺言者が達成
しようとした目的にとって適切な手段が選択されていない場合に、この手
段を、遺言者の目的にかなった他の手段に代えることを目的とする88)。補
充的解釈によって、真の事態に照らして遺言を維持して遺言者の真の意図
を実現することができない場合には、動機の錯誤に基づく無効が問題にな
る89)。この場合における真意とは、当該錯誤がなければ具体的にどのよう
な意思表示をしたか、ではなく、当該動機に錯誤がなければかかる意思表
示（遺言）をしなかったかどうかで十分であろう90)。
なお、遺言者の仮定的意思を有効にすることは、遺言者の意思から離れ
る危険がある上に91)、遺言にも適用がある95条の効果（現行：取消）と一
致しないため92)、より慎重に行われる必要がある。

⑸「相手方」の保護
遺言における法的評価においては、相手方の信頼保護や取引の安全に考

86) 泉久雄「遺言の無効」家月30巻10号（1978年）18頁、浦野・遺言の補充的解釈（一）
（前掲脚注75）47頁参照。
87) 浦野・遺言の解釈（前掲脚注55）356頁。
88) 浦野由紀子「遺言の補充的解釈（二）」民商法雑誌115巻⚒号（1996年）230頁。
89) 浦野・遺言の補充的解釈（一）（前掲脚注75）47頁参照。
90) 中谷・遺言の錯誤（前掲脚注15）351頁脚注66。この二つは区別できないという見解も
ある（MüKoBGB/Leipold, 9. Aufl. 2022, BGB §2084 Rn.25）。

91) 泉・遺言の無効（前掲脚注86）18頁。
92) 中谷・遺言の錯誤（前掲脚注15）355頁参照。
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慮を払う必要がなく、遺言者の保護を主眼とするべきであると指摘されて
いる93)。遺言者に重大な過失があっても、95条ただし書きの適用はないと
いう見解もまた考慮に値する相手方が存在しないことを前提としている94)。
他方で、一度手にした遺産の返還を迫られる受遺者の利益を考慮する必
要が全くないとは言い切れないと疑問を呈する見解もある95)。しかし、相
続開始後に受益者に財産が帰属した後、その遺言の有効性を信頼して重要
財産を処分した場合は格別96)、反対給付なく無償で利益を受ける者を有償
契約の相手方と同じレベルで保護するのは妥当ではないと考える97)。
仮に受遺者が保護されるべき場合があるとしても、遺言の内容及び遺言
者の動機を知ることができ、かつその動機が事実と一致するかを確認する
ことができた者において、漫然と何もせず遺言の形式的な表示だけを信頼
したとしても、保護に値しないと解すべきである。これは現行95条⚓項⚑
号の根底にある考え方を援用することで根拠づけることができる。すなわ
ち、表意者が錯誤に陥っていることにつき善意・重過失の相手方は保護す
る必要性に乏しいのだから98)、遺言の錯誤無効が主張される場合において
も遺言者の錯誤について悪意ないし善意・重過失の受益者の利益を考慮す
る必要性はないと考えるべきである。

93) 泉・遺言の無効（前掲脚注86）17頁。
94) 我妻（前掲脚注17）306頁など多数。仮に適用があるとしても、重過失の認定は契約よ
りも厳格にすべきだろう。

95) 青竹・判批⚑（前掲脚注⚓）115頁、青竹・判批⚒（前掲脚注20）77頁。同「遺言にお
ける錯誤無効について」公証法学37号（2007年）33頁以下も参照。

96) 小林一俊『錯誤法の研究［増補版］』（酒井書店、1997年）118頁は、このような場合に
は信義則による錯誤主張の制限をすべきだという。

97) ドイツでもこのように考える見解がある（中谷・遺言の錯誤（前掲脚注15）329頁脚注
17参照）。

98) 梅謙次郎『民法要義巻之一［訂正増補］』（有斐閣、1910年）227頁など多くの学説が支
持しており、現行95条⚓項⚑号はこの考え方を明文化している（筒井健夫＝村松秀樹編著
『一問一答 民法（債権関係）改正』（商事法務、2018年）20頁、潮見（前掲脚注41）10頁、
松岡久和＝松本恒雄＝鹿野菜穂子＝中井康之編『改正債権法コンメンタール』（法律文化
社、2020年）65頁［鹿野菜穂子］）。

立命館法学 2023 年 1 号（407号)

260 ( 260 )



また、法定相続人や利害関係人による執拗な説得や欺罔行為を受けて錯
誤に陥った上で遺言者が意にそぐわない遺言をした場合には99)、このよう
な受益者を保護する必要性は一層存在しない。たとえば、受益者主導で作
成された公正証書遺言の場合には、遺言者の真意の確認に慎重な配慮が求
められることが指摘されている100)。また、そのような受益者は遺言者の
錯誤に関して悪意（少なくとも重大な過失がある）だと評価できるので、遺
言者の錯誤無効の主張を積極的に認める根拠になることはあっても、妨げ
る事情にはなりえない101)。こう考えた場合、③の結論は疑問が残る102)。
そもそも誘導が認められるような場合には、詐欺と錯誤の中間とみて、因
果関係要件の緩和103)など錯誤無効の認定のハードルを下げる必要がある
のではなかろうか。

Ⅲ．まとめと展望

ここまで遺言の動機錯誤に関する下級審判決を分析し、批判的に検討を
行ってきた。その結論を簡単にまとめると次のようなものである。
遺言における動機錯誤に基づく無効は容易には認められていないが、そ
れはすでにこの世にいない者の錯誤を証拠によって立証するという事実上
の難しさに起因する。遺言の動機錯誤無効を認めるにあたっては主観的因

99) 実際に、かくのごとき経緯で遺言が作成されることが増えることを懸念する見解もある
（青竹・錯誤無効（前掲脚注95）73頁）。

100) 小瀬（前掲脚注56）172頁。鹿野菜穂子「遺言能力」野田愛子＝梶村太市編『新家族法
実務大系第⚔巻』（新日本法規、2008年）57頁、64-65頁も参照。

101) 契約において相手方が錯誤を惹起した場合に等しく、このような場合にも錯誤無効が認
められるとの見解が有力に主張されている（山本・動機の錯誤（前掲脚注33）44頁、松岡
ほかコンメンタール（前掲脚注98）69頁［鹿野菜穂子］）。

102) そもそもＸが主張したのはＸが不法領得したとＡが誤信したという点であるのに、Ｙが
Ａに虚偽を吹き込んで遺言を作成させたかどうかを問題にしている点も不可解である。Ｘ
が不法領得したことが動機になっていることは遺言書から明白であるし、それが誤解であ
ることも立証できているように思われる。

103) 決定的な動機の錯誤でなくても、無効を認める余地があるということである。
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果関係を重視すべきである。ただし、動機の表示は、遺言者が錯誤してい
たことを立証するために要求されるべきであり、その表示は原則として遺
言書で明示されたものを手掛かりとすべきである。現行95条⚒項の表示は
遺言においてはこの意味で理解すべきである。動機は何でもよいわけでは
なく当該遺言をした決定的な動機に限られるべきである。遺言書に記載の
ない動機や遺言書記載の動機とは異なる動機を遺言作成の決定的な動機と
みることは例外的でなければならない。公正証書遺言であるからといっ
て、動機の真実性は必ずしも担保されていない。錯誤者の重過失は原則と
して問題にならず、むしろ利害関係者に遺言者を誘導して自己に都合のよ
い遺言をさせていると評価できる場合には、錯誤無効認定のハードルを下
げるべきである。このような考え方に立つことが許されるのであれば、契
約とは異なる要件で錯誤に基づく遺言の効力否定を判断することが望まし
いということになる。
もっとも、筆者は、遺言には相手方がいないのだからもっと容易に錯誤
無効を認めるべきである、と主張したいのではない。理論構成に疑問は抱
くものの、各裁判例の結論については、受益者が虚偽を述べて遺言を誘導
していると評価しうる③を除いて、おおむね異論はない。しかし、「遺言
の尊重」に偏した態度で判断をしていると感じられる事案があったことも
事実である104)。たとえば、⑤⑬は付言事項記載内容が事実かを認定する
にあたり、⑫は錯誤の要素性を認定するにあたり、Ｙ側に有利に判断され
ているように思われる。また⑥⑭が付言事項で明示された動機をほとん
ど検証していない点や⑪が遺言後の事情を考慮して要素性を否定してい
る点も疑問である105)。これらについては、本稿で述べた基準を用いても

104) これに関しては、わが国の相続法解釈が「根拠のない一種の信仰を作り出して遺言を神
聖視」している旨の批判がある（伊藤昌司「遺言自由の落し穴――すぐそこにある危険」
菊池高志＝河野正輝編『高齢者の法』（有斐閣、1997年）181頁）。

105) 錯誤の有無や要素性の判断基準は意思表示の時点とすべきであり、後に被相続人が錯誤
に気づかず遺言を維持する場合や遺言の維持が同人の評価変更を基礎にする場合には、錯
誤が重大ではなかったとは必ずしも言えないと考える（MüKoBGB/Leipold, 9. Aufl. →
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同様の結論に至りえると思われる。本稿で指摘したように、遺言の尊重と
いう考え方と動機の錯誤に基づく遺言の効力否定は調和しうるものであ
り、事案に即して効力否定を認めるのにふさわしい実態があるかを重視し
て予断なく判断されることが望ましいと考える106)。
なお、法定相続人間では遺留分による保護があるため、錯誤による遺言
の効力否定を認める意義があるのか疑わしいという意見があるかもしれな
い。この点につき、次のように考える。まず、実践上の意義として、①の
ように遺留分のない者が錯誤援用者になる事例では錯誤による遺言の効力
否定の可能性を開いておくことが挙げられる107)。そして、より根本的に
は、遺言法をどのように構想するかという問題に逢着する108)。つまり、
遺言者に完全に任意の処分をすることを認めず、法定相続人間の不平等を
もたらす遺言を制限することが望ましい遺言法のあり方だと構想し109)、
遺言の自由を際限のない自由ではなく、責任ある自由だと解するなら
ば110)、たとえば、受益者が欺罔的手段で自身に有利な遺言を作成させた

→ 2022, BGB §2078 Rn.53, 64）。
106) たとえば、大阪高等裁判所令和⚔年⚙月30日判決・同令和⚔年（ネ）第852号は、Ａが、
ＸＹに不動産を1/2ずつ相続させるという公正証書遺言を撤回し、長年Ａの世話をしてきた
Ｘを相続から廃除し、Ｙに一切の財産を相続させる旨の新たな公正証書遺言（後件遺言）を
作成し、付言事項としてＸがＡの「介護を理由もなく放棄した」、ＹがＡの「すべての世話
をしてくれて」いる等を記載していたが、実際にはＸは医師の助言を受けて介護を中断し
たのであり、またＹがＡにＸが介護放棄した旨の虚偽を述べて遺言を誘導した疑いがある
事案であるが、大阪高裁は、遺言書に記載がなくＸもＹも主張していない動機（ＡがＸの
介護方法や介護中断に憤激し、Ｘと顔を合わせることもない状態が⚒か月以上続いたこ
と）をＡの動機と認定して錯誤無効を否定しており、理論的にも実態的にも疑問が残る。

107) ただし、現行法においてはこのような者の取消権の有無が問題になる（中谷（前掲脚注
15）359頁参照）。

108) 中川＝加藤編（前掲脚注69）19頁以下［加藤永一］参照。
109) 伊藤（前掲脚注77）9-10頁。
110) ドイツでは、遺言で顧慮されなかった遺留分権利者が当該遺言を取り消すことが認めら
れている（BGB2079条［遺留分権利者の不顧慮に基づく取消］）。遺言における動機錯誤
の特別な事例の規律である。たとえば、息子が冒険に出て死亡したものと誤信して遺言が
作成された場合である。この条文は、被相続人に与えられている遺言の自由とは、好き勝
手な処分をする自由ではなく、責任ある自由、つまり、被相続人が配偶者及び近親者の →
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と評価できるような場合には、その遺言の有効性を維持することは、遺言
者の真意の面からも遺言法秩序の面からも妥当ではないということになろ
う111)。
最後に、本稿で検討できなかった問題として、遺言者が他者の認識を誤
信している場合に錯誤と言えるかどうかがある。たとえば、⑪ではＹが後
継者になるつもりがあると思っていた、⑮ではX1 が親の面倒を見るつも
りがないと思った、⑯ではY2 に結婚するつもりがあると思っていた、と
いう誤信が問題になっていた。これらは、むしろ、将来Ｙが後継者になる
こと、X1 が親の面倒を見ない状態が将来も続くこと、ＡとY2 が将来婚
姻すること、という将来事情の錯誤が問題となるようにも思われるが112)、
今後の課題としたい。

→ 法定相続権を顧慮し、かつ具体的な事情を誠実に評価して正当な相続の規律
（Erbregelung）をなすだろうとの信頼のもとでの自由であることを明らかにしている、
と説明されている（MüKoBGB/Leipold, 9. Aufl. 2022, BGB §2079 Rn.2.）。

111) 遺言自由が契約自由より制限的であると解する場合（潮見（前掲脚注70）⚓頁脚注⚘参
照）、遺言における錯誤は契約における錯誤とは別異の取り扱いをし、錯誤法を差異分化
していくことが、最終的には望ましいと考える（中谷崇「共通錯誤の歴史的考察――ドイ
ツ法における展開を中心に」私法78号（2016年）参照）。

112) 将来事情の錯誤については、さしあたり青竹・錯誤無効（前掲脚注95）参照。
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